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予算特別委員長  大友 栄二   

 

１ 日 時 

   令和７年３月１７日（月） 午前１０時００分から 

                午後 ２時５８分まで 

 

２ 場 所 

   本会議場 

 

３ 出席した委員の氏名 

志村学、御手洗吉生、桝田貢、穴見憲昭、岡野涼子、中野哲朗、宮成公一郎、 

首藤健二郎、清田哲也、今吉次郎、阿部長夫、小川克己、太田正美、森誠一、 

大友栄二、井上明夫、木付親次、三浦正臣、古手川正治、元吉俊博、麻生栄作、 

阿部英仁、御手洗朋宏、福崎智幸、吉村尚久、若山雅敏、成迫健児、高橋肇、 

木田昇、二ノ宮健治、守永信幸、原田孝司、玉田輝義、澤田友広、吉村哲彦、 

戸高賢史、猿渡久子、堤栄三、末宗秀雄、佐藤之則、三浦由紀  
 
４ 欠席した委員の氏名 

後藤慎太郎 

 
５ 出席した執行部関係者の職・氏名 

   農林水産部長 渕野勇、教育長 山田雅文 ほか関係者 

 
６ 会議に付した事件の件名 

   別紙次第のとおり 
 
７ 会議の概要及び結果 

（１）第１号議案令和７年度大分県一般会計予算、第６号議案令和７年度大分県林業・木材産

業改善資金特別会計予算、第７号議案令和７年度大分県沿岸漁業改善資金特別会計予算及

び第８号議案令和７年度大分県県営林事業特別会計予算について審査を行った。 
 

８ その他必要な事項 

   な し 
 
９ 担当書記 

   議事課委員会班  主査       坂口泰弘 
議事課委員会班  課長補佐（総括） 秋本昇二郎 
議事課議事調整班 主査       羽田野正洋 
議事課議事調整班 主査       利根妙子 



予算特別委員会次第 

 

日 時：令和７年３月１７日（月）１０：００～ 

場 所：本会議場               

 

１ 開  会 

 

 

２ 歳出予算審査 

（１）農林水産部関係 

①予算説明    

②質疑・応答 

（２）教育委員会関係 

   ①予算説明 

   ②質疑・応答 

 

 

３ 閉  会 
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別 紙 

会議の概要及び結果 

今吉副委員長 ただいまから、本日の委員会を

開きます。 
この際、付託された予算議案を一括議題とし、

これより農林水産部関係予算の審査に入ります。 
執行部に申し上げます。説明は主要な事業及

び新規事業に限り、簡潔かつ明瞭にお願いしま

す。 
それでは、農林水産部関係予算について執行

部の説明を求めます。 
渕野農林水産部長 第１号議案令和７年度大分

県一般会計予算のうち、農林水産部関係につい

て説明します。 
今回の説明でも、ＳｉｄｅＢｏｏｋｓ（サイ

ドブックス）のページ通知機能を使用するので、

タブレットの画面右下に青い通知が出たら表示

をタッチするようお願いします。また、説明の

中でページが前後することを御了承ください。 
それでは、令和７年度予算概要の３ページを

御覧ください。 
当初予算案の総額は、上の表の農林水産部①

予算額（Ａ）欄の計にあるとおり５７７億７，

２９７万６千円です。これを右から３列目、６

年度当初予算額（Ｂ）欄と比較すると、その右

のとおり５億１，２４９万８千円の減となりま

す。これは、令和６年度当初予算で計上してい

た全国豊かな海づくり大会開催事業費などの減

少が主な要因です。また、喫緊の課題に速やか

に対応するため、当初予算から前倒して国の補

正予算を活用し、今議会補正予算で約６．８億

円を計上したところです。 

引き続き、農林水産業の成長産業化の実現に

向け、しっかりと取り組んでいきます。 

次に、８ページを御覧ください。 

令和７年度当初予算案のポイントを説明しま

す。資料中段にある２元気の下にある基本方針

のとおり農林水産業の成長産業化の実現に向け

て、主体的に経営を拡大する元気な担い手が収

益性の高い元気な産地をつくり、新たな担い手

を呼び込む好循環を生み出す取組を進めます。

具体的には、中核的経営体の経営拡大に向け、

果樹を中心とした園芸産地の拡大への取組や高

能力な繁殖雌牛の更新・増頭を支援するととも

に、意欲ある経営体に対して、林地集積を進め

る仕組みづくりや環境変化に対応した養殖業へ

の転換に向けた取組を強化します。 

次に、農林水産部の主要な事業について説明

します。５５ページを御覧ください。 

力強い農業経営体育成事業費５，７７１万７

千円です。地域を牽引する優れた経営感覚を持

った担い手を育成・確保するため、意欲ある経

営者に対し、経営研修や個別課題解決のための

専門家派遣、農業経営コンサルタントによる総

合支援を実施します。 

 令和７年度は、上から三つ目のマル特にある

とおり、売上３千万円以上を目指す認定農業者

等や売上１億円以上を目指す企業的経営体等に

対し、個々の課題解決に向けて経営コンサルタ

ントや普及指導員等と一体となった伴走支援を

行うことで、経営力の強化と規模拡大を図りま

す。 

次に、５６ページを御覧ください。 

企業等農業参入推進事業費５，０３７万７千

円です。力強い経営体の育成・確保に向け、県

内外企業の農林水産業分野への誘致を迅速かつ

効果的に行うため、参入企業に対する総合的な

支援を実施します。 

上から二つ目の二重マル、誘致推進対策の一

つ目のポツにあるとおり、大手金融機関の全国

ネットワークや企業との豊富な取引実績を活用

し、東京・大阪・福岡での参入相談会を実施す

るなど県外誘致活動の強化を図ります。 

次に、８７ページを御覧ください。 

園芸基幹品目生産拡大推進事業費７，３５３

万５千円です。これは、マーケットニーズが高

く企業等からの参入希望が増えている園芸基幹

品目の生産拡大を図るため、円滑な参入や品目

ごとの課題解決に向けた取組等に対して支援す

るものです。 
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一番上の二重マル、果樹３００ヘクタール拡

大推進品目安定対策では、参入企業が果樹品目

の生産をスムーズに開始するための小規模な圃

場整備等に対するスタートアップ支援を行い、

計画的な果樹産地の拡大を推進します。またそ

の下の二重マル、加工・業務用推進品目の産地

育成対策では、大規模経営体を育成するため、

たまねぎ等の露地野菜の面積拡大に資する自動

操舵トラクターや収穫機等を活用した機械化一

貫体系の確立及び労働力不足が課題となる収穫

作業等の外部化を推進します。 

次に、８８ページを御覧ください。 

一番上の園芸基幹品目産地づくり加速化事業

費３億８，４８９万１千円です。これは、園芸

基幹品目の産地拡大を加速させるため、認定農

業者等が行う栽培施設整備や生産基盤整備等を

重点的に支援するものです。令和７年度は新た

に園芸基幹品目の一定以上の規模拡大を行う生

産者に対し、果樹棚や基盤整備等について高率

の補助を行います。 

次に、９７ページを御覧ください。 

上段の肉用牛生産基盤拡大支援事業費９億９，

９０２万円です。これは、畜産農家の生産基盤

を強化するため、優良な繁殖雌牛への更新に向

けた取組等を支援するものです。 

一つ目のマル特、更新促進対策にあるとおり、

県内の高能力な雄牛を親に持つ繁殖雌牛や上質

な牛肉を生産する産肉能力の高い繁殖雌牛への

更新時の育成費に対し助成を行うものです。ま

た二つ目のマル特、高能力繁殖雌牛保留促進対

策にあるとおり、高能力な繁殖雌牛の確保に向

け、生まれた子牛の能力を評価するためのゲノ

ム検査費用への助成を行います。 

次に、その下を御覧ください。子牛育成技術

向上対策事業費８００万円です。これは、県内

で生産される子牛の品質向上を図るため、子牛

の預託施設であるキャトルステーションを管理

するＪＡが行う、飼育牛を活用した衛生管理対

策の実証に要する経費に対し助成するものです。

また実証結果に基づき、発育に有効な衛生管理

プログラムを作成し、県内へ普及することで子

牛の疾病率の低減と発育向上を図ります。 

次に、９９ページを御覧ください。 

酪農経営生産性向上対策事業費１億７８９万

円です。これは、生産性の高い酪農経営体制を

構築するため、後継牛の能力向上対策や飼養管

理対策、繁殖改善の取組等を支援するものです。 

 マル新にあるとおり、令和７年度は高温の影

響を受ける夏場の受胎率向上に向けた体外受精

卵の活用に取り組むほか、効率的な発情周期の

コントロールのための性ホルモン処置を活用し

た繁殖改善対策に対し助成します。 

次に、６９ページを御覧ください。 

水田農業産地力強化対策事業費１億４６３万

円です。これは消費者ニーズに応じた水田作物

の生産・供給体制を強化するため、麦・大豆の

収量・品質の高位平準化に取り組むほか、高温

に強い水稲品種への転換を支援するものです。 

 マル特にあるように、令和７年度は麦・大豆

の生産拡大に向けて大型・省力化機械の導入や

水はけの悪い水田における弾丸暗渠等の排水改

善等を支援するほか、一番下のマル特にあると

おり、高温に強いなつほのかの生産拡大に向け

た取組を支援します。 

次に、３４ページを御覧ください。 

下段のスマート農林水産業普及高度化支援事

業費６，９９８万５千円です。これは農林水産

業における生産性の向上を図るため、スマート

技術の実証・実装を行うとともに、スマート技

術の高度活用に向けた人材育成を行うものです。 

一つ目の二重マルにあるとおり、令和７年度

は、ハウス内環境のモニタリング装置の活用に

よるデータに基づいた栽培管理技術の習得や自

動除草ロボットを活用した果樹園における除草

労力の削減の実証を行うほか、二つ目の二重マ

ルにあるとおり、スマート機器の導入経費の助

成や迅速な現地実装を指導するスマート農林水

産業アドバイザーの派遣など実装に向けた一体

的な支援を行います。 

次に、１３４ページを御覧ください。 

下段の循環型林業確立推進事業費１，２０７

万２千円です。これは林業適地の確実な再造林

と高齢林の伐採を推進するため、林業経営者等

が行う林地の集積を支援するとともに、県域で
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の林地情報の一元化に向けたモデルを構築する

ものです。マル新にあるとおり、森林情報を一

元化したクラウドシステムへ林地の譲渡希望に

関する情報を集約し、林業経営体に情報提供で

きる体制を構築します。クラウドシステムでは

これらの情報が地図上で確認できることから、

意欲ある経営体の林地取得が容易になり、規模

拡大と経営放棄の未然防止につながります。令

和７年度は五つの市町をモデルに取り組みます。 

次に、１３５ページを御覧ください。 

林業再生県産材利用促進事業費１億３，０８

６万２千円です。これは県産材の需要拡大と高

齢林の伐採・活用を図るため、木材の加工流通

施設の整備や大径材の利用促進の取組等を支援

するものです。 

 マル特にあるとおり、令和７年度は大径材の

活用に向けた簡易な施設整備に対し支援します。

また、マル新にあるとおり、県産材を活用した

新商品の開発や県外でのＰＲ活動に対して助成

するほか、設計士等を対象とした県産材のプロ

モーション活動を実施します。 

次に、１５５ページを御覧ください。 

中段の早生樹等苗木増産支援事業費４５３万

２千円です。これは通常の品種より成長の早い

早生樹による再造林を推進し、循環型林業を確

立するため、苗木の増産に必要な機器整備等を

支援するものです。 

マル新にあるとおり、令和７年度はヒノキ挿

木苗木の生産方法のマニュアルを作成し、ヒノ

キ優良品種による挿木苗木の普及・増産に取り

組むとともに、本議会で補正予算の承認をいた

だいた早生樹苗木生産施設の整備に係る経費へ

の助成を実施することで、再造林の基盤づくり

を行います。 

次に、１４４ページを御覧ください。 

上段の乾しいたけ新規参入者支援事業費２，

１５７万６千円です。これは、乾しいたけ生産

者を育成・確保するため、しいたけ版ファーマ

ーズスクールを設置し、研修生への給付金の交

付や生産施設の整備等を支援するものです。 

 マル新にあるとおり、令和７年度は活用され

ていないしいたけ乾燥機など遊休資産継承のた

めの情報収集体制を整備するとともに、継承促

進に向けた査定や売買の調整等、マッチングに

要する経費に対し助成します。 

次に、１８６ページを御覧ください。 

養殖魚生産力強化事業費１，７７８万円です。

これは養殖魚の生産体制の強化を図るため、産

官学連携による新たな飼料の導入実証等に取り

組むものです。 

 一つ目の二重マルにあるとおり、令和７年度

はブリ養殖の給餌コストを削減するため、飼料

メーカー等と連携して魚粉の割合が低い飼料を

開発し、現場実証を行います。また、二つ目の

二重マルにあるとおり、ブリ加工場から出る内

臓などの加工残渣を使った飼料を開発し、現場

実証を行います。さらに三つ目の二重マルにあ

るとおり、新たなかぼす養殖魚であるかぼすサ

ーモンの生産マニュアルの確立と養殖指導を行

います。 

次に、１７５ページを御覧ください。 

上から３番目の環境変化対応型養殖推進事業

費２，８００万円です。これは、環境変化に対

応した持続可能な養殖業への転換を目指し、ス

マート技術を活用した生簀の長期沈下状態での

養殖手法の実証等に取り組むものです。 

一つ目の二重マルにあるとおり、令和７年度

は赤潮や高水温への対応として、ＡＩを活用し

た生簀内のブリの行動解析やプランクトンセン

サー等による赤潮監視技術の実証を行います。

また、二つ目の二重マルにあるとおり、輸出拡

大に向け、漁場環境の整備による持続的な養殖

を実現するため、石灰石を用いた海底環境の改

善手法の実証を行います。さらに三つ目の二重

マルにあるとおり、生簀を沈下させることによ

る寄生虫被害の防止効果の実証を行います。 

次に、７８ページを御覧ください。 

上段のＴｈｅ・おおいたブランド流通販売戦

略推進事業費４，０７９万１千円です。これは、

県産農林水産物の販売を促進するため、マーケ

ットニーズに対応した販路開拓に取り組むもの

です。 

マル特にあるとおり、令和７年度は県内食品

企業等のネットワークを活用した販路開拓と取
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扱店拡大の取組、大阪・関西万博を契機とした

県産農林水産品のＰＲに向けた万博内のブース

出展や近隣地でのメニューフェア等を実施しま

す。また、その下のマル新にあるとおり、県産

県消の流通販売促進に向け、量販店でのＰＲ等

に取り組みます。 

次に、その下を御覧ください。園芸基幹品目

販売戦略推進事業費１，９００万円です。これ

は、生産拡大が見込まれる園芸基幹品目の販売

や流通における課題を解消するため、流通団体

等が行う戦略的な販売促進活動や流通改善の取

組を支援するものです。 

一番上のポツにあるとおり、令和７年度は食

品メーカーの商品と県産のねぎ、ピーマン、ト

マトを組み合わせた販売促進活動や食べ方提案

等のほか、果樹産地の拡大を見据えた市場調査

や戦略づくり、フェリーやＲＯＲＯ船を利用し

た輸送路の費用対効果に係る検証等を実施しま

す。 

次に、９６ページを御覧ください。 

上段のおおいた和牛流通促進対策事業費４，

４８３万７千円です。これは、おおいた和牛の

消費を拡大するため、新たな認定店の開拓を重

点的に推進するとともに、おおいた和牛の流通

促進やＰＲ等の認知度向上に係る活動を支援す

るものです。 

一番上の二重マルにあるとおり、おおいた和

牛消費拡大対策として、大阪・京都のホテルコ

ンシェルジュを対象としたレセプションを実施

します。また、その下のマル特にあるとおり、

令和６年１２月補正予算に引き続いて県内小中

学校等の給食へのおおいた和牛の提供を実施す

ることにより、ファミリー層の認知度向上によ

る消費拡大と食への理解を醸成します。 

次に、１７３ページを御覧ください。 

海づくり大会を契機とした水産物消費拡大事

業費３，８５０万円です。これは、昨年１１月

に開催した第４３回全国豊かな海づくり大会を

契機として県産水産物の消費拡大を図るため、

県民の水産業への関心の高まりを次世代へ継承

するとともに、新たな販路開拓を支援するもの

です。具体的には、一番上の二重マルにあると

おり、県内小中学生を対象とした海づくり教室

や学校給食での魚食推進を行うとともに、その

下の二重マルのとおり、大会ロゴマークを活用

したキャンペーンやＳＮＳでの情報発信により

消費の拡大を図ります。 

さらに、その下の二重マルのとおり県外の量

販店・飲食店との連携強化、またその下、おお

いた県産魚の日の制定１０周年に向けたＰＲ活

動を実施します。 

また、その下の二重マルのとおり、養殖ブリ

の生産コストに見合う販売価格の形成対策とし

て、東北などの販路開拓や新商品開発にも取り

組みます。 

次に、８０ページを御覧ください。 

農林水産物輸出需要開拓事業費６，０００万

円です。これは、海外の市場を取り込み農林水

産業者の所得向上を図るため、ブランドおおい

た輸出促進協議会等が行う輸出拡大の取組を支

援するものです。 

マル新にあるとおり、令和７年度は新たな販

路開拓や輸出量拡大の取組として、おおいた和

牛のＥＵへの初輸出に向けた展示会への出展や

蒲江加工センターを活用した養殖ブリの高次加

工品の販促活動、さらに梨の販路を活用したシ

ャインマスカット、柑橘の販促活動を実施しま

す。 

 以上で、主要事業の説明を終わります。御審

査のほど、よろしくお願いします。 

今吉副委員長 以上で、説明は終わりました。 

 これより質疑に入りますが、執行部の皆さん

に申し上げます。 
 答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自席

で起立の上、マイクを立てて簡潔明瞭に答弁願

います。 
事前の通告者が１５名います。時間も限られ

ているので、円滑な進行に御協力をお願いしま

す。それでは、順次指名します。 
堤委員 一つ目、全国的な米価格が高騰する中

でも、米作農家の倒産・廃業が続いています。

大分県の農業でも同様と思いますが、負債総額

１千万円以上の法的整理をした農家数及び負債

総額はどうか。その原因はどこにあると考えて
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いるのか。また、基幹的農業従事者数はどのよ

うな推移となっているのか。 

 次に、水田活用の直接交付金の交付対象水田

の見直し。５年水張りのルールについて、県内

の農家の反応と、今後どう経過・推移していく

と考えているのか。 

 次に、地域農業振興課のおおいたの有機産地

等拡大促進事業費。みどりの食料システム戦略

において、有機農業の作付面積を２０５０年ま

でに２５％にするとの方針です。現状では、全

国でも０．７％しかありません。大分県の現状

はどうか。有機農業農家の要望として、地元産

の有機農産物の給食への採用について、教育委

員会との協議はどうか。 

 森林保全課の鳥獣被害についてです。昨年度

の被害は１．４億円と聞いていますが、総合対

策として、里山の環境整備や耕作放棄地、残渣

や果実の放置など様々な対策を行うことで被害

減少につながっていると思いますが、やはり広

報活動等が必要と考えています。どのように周

知をしているのか。 

 通告してないけれども、ちょっと一つだけお

願いします。 

 甘太くんのブランドの向上力として、旧野津

高校の跡地に広域選果場を設置する計画があり

ますが、どのような事業計画で、どのような役

割を持たせようとしているのか。 

三股団体指導・金融課長 御質疑のうち、負債

総額１千万円以上で法的整理をした米作農家に

ついてお答えします。 

 直近の実績では、県の制度資金を利用してい

る米作農家について、負債総額１千万円以上で

倒産などの法的整理をしたところはありません。

また、日本政策金融公庫等の融資関係機関にも

確認しましたが、該当する案件はないと伺って

います。 

信貴新規就業・経営体支援課長 基幹的農業従

事者の推移についてお答えします。 

 基幹的農業従事者数は国の農林業センサスで

５年ごとに調査されており、直近の令和２年で

２万１，４９６人、その５年前の平成２７年で

３万５０３人となっています。５年間で９，０

０７人減少しています。 

玉田水田畑地化・集落営農課長 水田活用の直

接支払交付金の見直しに係る県内農家の反応と

今後についてお答えします。 

 今年１月に、国から令和９年度以降の水田政

策を根本的に見直すと公表されたところです。

その中で水田活用の直接支払交付金についても、

これまで令和４年度から５年間で一度も水張り

が行われていない農地については、令和９年度

から交付対象水田にしないとされていましたが、

この５年水張りの要件は求めないとの方向性が

示されています。これにより、令和７年度、８

年度については、水を張らなくても堆肥の投入

や土壌消毒など連作障がいを回避する取組を行

えば、交付対象水田にするとされています。 

 これまで、どうしても水が張れない水田につ

いては耕作放棄地等が危惧されていましたが、

このような取組を行うことで交付対象とするこ

とが可能となり、生産者からは継続して耕作で

きると安堵の声が聞かれています。 

 現在、国では令和９年度以降の水田政策につ

いて、令和８年度の概算要求に向けた検討が進

められているので、国に対して生産者が安心し

て生産活動を行える制度設計となるよう引き続

き要望するとともに、生産者へのタイムリーな

情報提供を行っていきます。 

畑中地域農業振興課長 有機産地の拡大事業に

ついてお答えします。 

 国は、令和３年に策定したみどりの食料シス

テム戦略において、革新的な技術の確立などに

より２０５０年には耕地面積に占める有機農業

取組面積割合を２５％とし、面積にして１００

万ヘクタールまで拡大する意欲的な目標を掲げ

ています。 

 令和４年の全国の有機農業面積は３万３００

ヘクタールであり、耕地面積に占める割合は０．

７％となっています。一方、大分県における令

和４年の実績は６１６ヘクタールで、その割合

は１．１％となっています。県では、第３次有

機農業推進計画に基づき、有機農業者の県域出

荷組織を主体とした販路拡大や有機産地づくり

を支援しており、今後もこの取組を進めていき
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ます。 

 学校給食については、オーガニックビレッジ

宣言３市において、食育や地産地消などの活動

もあわせて積極的に取り組んでおり、各市の教

育委員会と連携しながら、今後も拡大していく

計画です。 

田口森との共生推進室長 鳥獣害対策の広報活

動についてお答えします。 

 令和５年度鳥獣被害額は１億４，１００万円

と、統計開始以降、最少の被害額となっていま

す。これは、予防集落環境対策・捕獲対策・狩

猟者確保対策・獣肉利活用対策の四つの対策に

総合的に取り組んだ結果となっています。 

 特に予防集落環境対策については、鳥獣害対

策アドバイザー養成や被害の大きな集落に対す

る集中的・計画的な防護柵設置の助成などに取

り組んでいます。 

 今年度のアドバイザー養成研修は４市町で開

催し、２６８名が参加しています。受講者であ

る集落のリーダーや農家の方を対象に、効率的

で効果的な対策として、戦う集落づくりについ

て周知・指導しています。 

 この戦う集落づくりとは、一つ目に加害獣の

生態を熟知すること、二つ目に集落を餌場にし

ないこと、三つ目に防護柵の設置・管理の方法、

四つ目に追払いや捕獲の順番で効果的で被害を

抑える対策について、集落全体で取り組むこと

です。 

 また、被害の大きな集落を予防強化集落に指

定し、広域普及員や振興局担当者、市町の鳥獣

被害対策実施隊から、集落に対して防護柵の正

しい設置方法の指導や被害ゼロ集落の活動ノウ

ハウの普及啓発などを周知しています。そのほ

かの集落においても要望に応じて各種研修会を

開催し、効果的な対策の周知を図っています。 

 今後も引き続き、広報活動を含め総合的に取

り組みながら、野生鳥獣の被害対策低減に向け

て取組を図っていきたいと思います。 

宇留嶋園芸振興課長 かんしょの広域選果場に

ついてですが、甘太くんはこの３年間で４５ヘ

クタールの面積拡大が図られています。これに

伴って既存の選果場の処理能力が不足している

ため、国の補正予算で新たに創設された事業を

活用し、県下１５２戸、取扱量としては２，９

００トンの甘太くんを処理する選果場を来年度

末までに旧野津高校跡地へ整備する予定です。 

 整備効果ですが、既存の選果場は機械の老朽

化により選果の途中で皮が剝げるなど品質低下

が見られていましたが、今回新しい機械を導入

することで品質の向上が図られ、それが単価に

も好影響を与えるだろうと。もう一つは、選果

場の作業効率化を図ることによって人件費の削

減が見込まれるので、生産者の選果場利用料の

低減が図られる効果を期待しています。 

堤委員 一つは負債総額の関係で、やっぱりこ

の５年間で９，００７人減少しており、廃農し

て営農をやめていると。つまり、負債総額の１

千万円に乗らないけども、結局小さな農家も含

めて、こういった農家が減ってきているのが実

態だと思うんよね。 

 そういった点からすると、確かに融資を受け

られる規模の農家であればいいんだけども、そ

ういったことができない農家もたくさんいる。

家族的な農業も是非支援の対象にすべきだと思

うので、これもちょっと要望しておきます。 

 もう一つ、水田活用の５年水張りについて。

水田・畑地にかかわらず生産性向上の取組を支

援するという答弁を政府も国会でしているけど

も、生産性の向上となると、全体的になかなか

どうなのかなという思いもあるので、そこら辺

の関係はどう捉えているのかお聞きします。 

 それと、みどりの食料システムの関係。この

１．１％が妥当なのかはちょっと判断付きかね

るけども、確かに大変だと思うんですよね。そ

れでも有機農業は、やっぱり販路拡大も含めて

これからやっていかなきゃいけないし、そうし

なければ単価がどうしても高くなるので、そう

いったところを県としても指導せないかん。そ

こら辺の具体的な指導をどうしているか、再度

お聞きします。 

 その２点をお願いします。 

玉田水田畑地化・集落営農課長 この制度につ

いて、国から生産性の向上への支援に転換とい

うことですが、この概要が出て以降、まだ県は
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検討している状況です。また新たな情報が出た

ら、そういったところも注視しながら生産見直

しについての対応を考えていきたいと思います。 

畑中地域農業振興課長 有機農業の面積拡大に

対する具体的な取組について、大きくは流通面、

それから技術面があるのかなと思っています。 

 流通面については、県全体の農産物をいかに

量販店に流していけるか、生産者グループ中心

にそういう流通展開を確立している最中なので、

引き続き支援していきたいと考えています。 

 それから技術面についても、普及指導員や市

町村等と協議を行っています。県下にも有機農

業の経験が長い方もいるので、そういった優良

事例を収集し、それを横展開するなどしながら

技術支援を行い、生産拡大を進めていきたいと

考えています。 

清田委員 予算概要書１７３ページ、海づくり

大会を契機とした水産物消費拡大事業費につい

てです。 

 海づくり大会レガシー継承による消費拡大、

パートナーシップ量販店・飲食店との連携強化

をはじめ、様々な取組が網羅されている事業と

なっています。本事業の実効性をより高め、大

分県の水産物が、県内・国内はもとより世界に

向けて販路を拡大していくための生産体制の構

築やＰＲの拡充など、本県の水産業の発展や今

後の展望、また見解について、長年水産行政に

取り組まれてきた大屋審議監に伺います。 

大屋審議監兼漁業管理課長 お答えします。 

 海水温の上昇、自然災害の激甚化、燃油等の

高騰など水産業を取り巻く環境は変化しており、

加えて国内人口の減少とそれに伴う担い手不足

が懸念されています。本県の水産業の将来を思

うとき、これらの課題には、行政・漁協・漁業

者などが一層連携して取り組む必要があります。 

 清田委員がおっしゃるように、消費や販路拡

大の施策の実効性を高めるためには、消費者や

市場の求める安定供給、そして高品質で特色あ

る商品の提供に応える必要があり、まずは生産

面の充実・強化が重要だと考えています。 

 漁船漁業では、昨年完成した種苗生産施設で

クルマエビなどの種苗を生産し、拠点放流や環

境整備、資源管理に一体的に取り組むことで資

源の維持増大を図っていきます。 

 養殖業では、生簀を水温の低い水深まで沈め、

そこで飼育する技術を開発し、安定的で持続可

能な養殖を実現するとともに、遠隔で飼育状態

を観察できるリモート技術の導入により燃油の

削減や省力化も進めていきます。 

 さらに漁業協同組合の蒲江加工センターでは、

ブリのフィレやロインなどの一次加工を推進し、

簡便化のニーズに応える商品づくりに努めてい

きます。 

 一方、全国海づくり大会の開催で高まった漁

業や水産物に対する注目や熱が冷めないうちに、

自信を持って大分県の魚の品質の高さ、おいし

さを県内外へアピールし、消費・流通させる取

組が大事です。 

 まず、県内では市場関係者と連携し、県産業

を知って、買って、食べてもらうための取組を

充実させます。具体的には、海づくり大会のロ

ゴマークを活用した量販店でキャンペーンを行

い、インスタグラムを利用して情報をどんどん

発信していきます。また、全国海づくり大会の

基本方針にある資源管理や環境保全等を継承す

る海づくり教室の開催にあわせ、小中学校の給

食に県産魚を提供することで、次代を担う子ど

もたちに将来の魚のファンになってもらい、県

内消費を増やしていきます。 

 一方、県外では消費者と連携し、今や本県の

水産物のリーディングブランドとして知名度が

上がってきたかぼすブリを中心に、パートナー

シップ店でのフェアなどで、県産魚の一層のＰ

Ｒによる販路拡大を目指します。 

 さらに今後、国内人口が減少するため、魚介

類の消費量が増加している海外への販路開拓は

不可欠です。韓国や台湾など東南アジアや欧米

などに水産物を輸出できるよう、新たな商品開

発や国際認証の取得等を後押ししていきます。 

 以上のように、気候変動や人口減少など環境

変化を見据え、まずは生産面を強化し、安定供

給はもとよりニーズに応えた商品づくりに努め

ること。そして流通面では、県産魚の魅力をし

っかりと発信し、県内外に販路を見いだすこと
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で、本県の水産業がより成長できるものと考え

ます。私は、大分県の漁業はまだまだ伸びると

信じています。 

清田委員 ありがとうございます。 

 大屋審議監におかれては、佐伯市蒲江地区の

台風・赤潮の複合災害のときには大変お骨折り

をいただいて、生産者、漁協職員からも大変信

頼の厚い審議監です。 

 また、いわゆる漁業協同組合の職員は、ぱっ

と見では生産者なのか漁業協同組合の職員なの

か見分けがつかない。それだけ現場と一体化し

ている漁業協同組合です。これはまた、誇るべ

きことだろうと思います。 

 共に個性が強いんですが、そのような生産者、

漁協職員としっかり打ち解けて、心をつないで

いる水産行政マンであったなと。非常に私も見

習うところがあって、勉強させていただきまし

た。 

 また４月以降も、本県水産業発展のために大

所高所より御助言いただくことをお願いして、

質疑を終わります。 

太田委員 予算概要１３８ページの林業事業体

強化推進事業費、高性能林業機械等の実演会の

目的や内容等の詳細について伺います。 

 それと一つ、１３７ページの森林資源デジタ

ル情報活用支援事業費の詳細についてです。令

和６年度と同額予算が計上されていますが、こ

の予算でどの程度の範囲の情報解析ができるの

か。また、この事業が何年度で完了するのかを

教えていただきたいと思います。 

中尾林務管理課長 まず、１点目の高性能林業

機械等の実演会の目的や内容等の詳細について

ですが、人材不足が深刻化する中、高性能林業

機械は、林業の主要な担い手である経営体が安

全で効率的な作業を行う上で不可欠なものです。 

一方で、生産台数が少なく本体価格も高額な

中、導入の検討に際し、経営体が林地での試運

転等によって性能を直接確かめることが難しい

のも実情です。また省力化につながる最新のス

マート林業機器なども、実際に山の中で使用し、

性能や実用性を確認した上で導入したいという

声が多く聞かれます。 

 そこで、県内の経営体から要望の多い２０社

程度の最新林業機械やスマート機器を一堂に集

め、使い勝手や導入のメリットを現場で体感で

きる実演会を開催します。加えて、経営体と開

発メーカーが現場で直接意見交換をすることで、

経営体のニーズに対応した機械の開発や改良に

つながり、林業機械の導入がより効果的に進む

ことも期待しています。この実演会を通じて、

県内の林業経営体の機械化を後押しし、安全性

や生産性の向上を図っていきたいと考えていま

す。 

 続いて、森林資源デジタル活用支援事業です。

こちらの内容については、まず航空レーザー計

測です。航空レーザーにより県内を計測するこ

とによって、単木１本単位の樹種や材積、位置

等が分かるようになっています。こういった形

で県内の林業経営体の経営に必要な情報精度を

上げていこうと、航空レーザー測量を行ったり、

その測量データを使ってＡＩを活用した林相区

分、樹種や樹高などが分かるよう解析したりし

ています。 

 令和７年度については、大分市や豊後大野市

の一部で行うこととしています。どこで一巡す

るのかなんですが、森林の情報自体は常に変わ

っていく状況もあり、基本的には５年に一度、

森林計画を策定しているので、そういったもの

に成果を反映して、より活用しやすい森林整備

の情報整備を進めていきたいと考えています。 

太田委員 分かりました。 

 中尾林務管理課長におかれては、去年の林野

庁の補正予算の要望には、公共造林の補正予算

が思わぬ増額になり、林業関係の方が大変喜ん

でいました。大変お世話になりました。ありが

とうございました。 
猿渡委員 私からは３２ページ、おおいたの有

機産地等拡大促進事業費と棚田保全の関係の２

点で質疑したいと思うので、よろしくお願いし

ます。 

 有機農業の関係、さきほども若干説明があっ

たけれども、普及指導員の研修を強化すべきじ

ゃないかと求めてきた経緯があるので、その点

どのように研修されているのか、具体的内容を
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含めて説明いただきたいと思います。 

 １１６ページの棚田地域保全対策事業費につ

いては、今年１１月に全国棚田サミットが別府

市で開催されます。このサミットに向けて、大

分県としてどのように関わっていくのか。サミ

ット終了後もこのサミットの取組をいかしてい

くためにも、景観を維持して楽しむことに活用

できる駐車場やトイレ、ベンチなどの整備につ

いて、この棚田サミットを機会に進めていくべ

きではないか。そういうことに対しても、大分

県として財政支援などをすべきだと思いますが、

いかがでしょうか。 

畑中地域農業振興課長 おおいたの有機産地等

拡大促進事業費についてお答えします。 

 まず有機農産物の流通体制構築について、大

規模な有機農業者を主体とした組織による販路

拡大に向けた活動を支援していきます。また、

オーガニックビレッジ宣言市を中心としたモデ

ル産地の育成については、市町と連携し、ベテ

ラン有機農業者の事例調査などを通じて栽培技

術の確立を進めていきます。あわせて産地の拡

大に向け、有機農業者の作業効率を高めるため

に省力化機械等の導入を支援します。このほか、

減農薬栽培に向けた天敵の利用など環境に優し

い栽培技術の実証を行い、その結果を横展開し

ていきます。 

 普及指導員については、県の普及指導員を対

象に専門分野ごとの研修を毎年実施しています。

この中で、土づくりや天敵利用など環境保全型

農業に関する講座を設けています。 

 また令和６年度から、新たに有機農業の国内

情勢や栽培技術などに関する講座を加え、実施

したところです。 

小林農地・農村整備課長 棚田サミットに関す

る質疑についてお答えします。 

 全国棚田サミットに向けた駐車場等の整備に

ついては、現在、別府市が市内五つのつなぐ棚

田遺産認定地域の方々から要望の聞き取りをし

ており、今後整備方針を検討していくと聞いて

います。県も参加していますが、別府市が事務

局を務めている棚田サミット実行委員会などの

場を通じて市や地元等関係者と協議しながら、

市の方針を踏まえ、補助制度の活用等、整備に

向けた助言を行うなど支援をしていきたいと考

えています。 

猿渡委員 ありがとうございます。 

 私、市議会議員のときに、２０年以上前から

内成棚田を中心にかなり市議会で棚田保全を求

めてきた経緯があります。当時、内成棚田は何

枚あるかもう誰も分からなくて、何枚あるか把

握すべきじゃないかと市議会で質問したら、航

空写真を職員がみんなで一生懸命数えて、それ

で１，３３３枚確認できたと。１，３００枚以

上あるという答弁があったんです。そこで枚数

が把握でき、その後耕作している田んぼはかな

り減ってきていると思うんですが、棚田サミッ

トを誘致して先進市町村の取組に学んで、今後

の棚田保全や観光にもいかすべきじゃないかと

ずっと言ってきたので、今回非常によかった。

これを機会に是非今後にいかしていただきたい

なと思っています。 

 内成はかなり道路とかもよくなってきたんで

すが、五つの棚田の中にはなかなか道路が狭い

地域もあります。車を停めるところがないとか、

難しいところもあるので、別府市とよく協議し

て連携しながら、今後努力いただけるとありが

たいと思っているので、よろしくお願いします。 

木田委員 予算概要８０ページ、農林水産物輸

出需要開拓事業費について、新たな販路開拓・

輸出量の拡大という事業があります。 

おおいた和牛のＥＵ初輸出に向けた出店等と

ありますが、具体的な取組内容を示していただ

きたいと思います。現地でどのようなＰＲを行

う考えなのか。ステーキ用とかハンバーグ用の

部位、サーロインとかフィレとかロースとかを

売り込んでいくつもりなのか。また、現地での

試食はどんな調理で試食していただくのか。そ

ういったところも示していただきたいと思いま

す。 

田﨑おおいたブランド推進課長 農林水産物輸

出需要開拓事業費についてお答えします。 

 本県の牛肉輸出については、台湾や米国等を

中心に順調に増加しています。さらなる輸出拡

大に向けてＥＵに挑戦するものです。 
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 このため、前回令和５年の来場者が１４万人

と言われるＥＵ最大規模の食品見本市、ドイツ

のケルンで行われるＡＮＵＧＡ２０２５に出展

予定です。こちらについては、集客効果を高め

るためにジェトロが日本産品の出展者を集め、

日本産コーナー、ジャパンパビリオンを設置す

る予定であり、この取組の中に参画するもので

す。 

 見本市に来場する現地の輸入事業者や小売業

者、飲食店関係者に対し、試食や商談を通じて

おおいた和牛をＰＲするとともに、向こうの輸

入業者、いわゆる現地のパートナーを確保して、

新規取引につなげていきたいと考えています。 

 ＥＵの日本産牛肉輸出については、サーロイ

ンやフィレと言われる、いわゆるステーキで使

用されるロイン系の部位が現在８０％以上を占

めているので、まずはおおいた和牛のこれらの

部位の品質、おいしさをＰＲしていきます。 

 一方、ＥＵでは一定の健康志向のニーズがあ

るので、取引が進んだ段階にはなりますが、肩

ロースやモモといった脂身の少ない赤身肉も続

けて提案していきたいと思っています。 

木田委員 今、米国の関税の関係が出ており、

ヨーロッパは重要なマーケットになると思って

いるので、力を入れなくちゃいけないと思いま

す。 

 ちょっと心配なのが、ヨーロッパ系の方は、

日本の和牛をステーキで食べる好みがあるのか

なと。以前オーストラリアの和牛ショップの調

査に行ったとき、こちらの方は和牛をどんなふ

うに食べているんですかと聞いたら、やっぱり

すき焼きなんです。すき焼きは、その単語が外

国で知られるほど有名な日本の料理なので、是

非すき焼きで食べてもらいたいとＰＲをした方

がいいと思うんですよ。そうしたら大分県の白

ねぎもいるし、しいたけもいると思うので。あ

わせて、もちろん日本酒や醤油もいるので、い

ろんなものを一緒に売り込めると思うんですよ。

試食は、是非すき焼きにすると非常に人気が湧

くんじゃないかと思うので、ちょっとそういう

構想も是非頭に入れていただきたいと思います。 

 さきほど言ったとおり米国の関税のことも出

てくるし、ヨーロッパは非常に重要な市場にな

るので、力を入れて取り組んでいただきたいと

思います。よろしくお願いします。 

中野委員 一般会計予算歳出、第６款農林水産

業費第４項林業費に１２７億１，５７４万２千

円が計上されています。今後の長期的な林業政

策について伺います。 

 戦後の拡大造林により植栽されたスギやヒノ

キは本格的な利用期を迎えています。一方、２

０年生以下の若年林が非常に少ない状況にあり、

このような偏った齢級構成が将来の森林資源の

不足を懸念させる原因となっています。 

 昨年の第３回定例会で承認した新たな大分県

農林水産業振興計画の林業分野においては、循

環型林業の確立による林業・木材産業の持続的

な発展が基本施策となっていますが、先人が築

いてきた豊富な森林資源を着実に未来へとつな

ぐため、今後の長期的な林業政策をどのように

形成するべきか、政策を統括する立場の高村審

議監に伺います。 

高村審議監 お答えします。 

 本県の民有林では、ピーク時には約２２万ヘ

クタールに及ぶ人工林が造成されました。これ

は、戦後の荒廃した国土の復旧に始まり、原野

等の拡大造林や公社・公団などによる分収造林、

また森林組合等による受託造林の進展によって、

多い年には年間１万ヘクタールを超える造林が

行われた結果です。今やこれらの多くが４５年

生を超え伐期を迎える一方で、中野委員が御指

摘のとおり、ここ２０年ほどは年間１千ヘクタ

ール以下の造林にとどまっていたことから、こ

れらの若齢林が伐期を迎える３０年後には適齢

の人工林が少ない状態にあります。 

 そこで今後の増減にあたっては、３０年程度

で伐採が可能な早生樹を植栽することで、資源

の不足が生じないよう努めていきます。また、

これからの造林には、植えられるところには植

えるといった考え方ではなく、収穫できるとこ

ろに植えるといった考えが必要です。そのため

には、将来にわたって人工林による林業経営が

可能な林業適地を判断し、木材生産機能を重視

する生産林として、計画的な伐採と確実な再造
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林による循環型林業を確立していきます。 

一方、林業経営が不利な人工林は環境林に区

分し、災害防止などの公益的機能を高度に発揮

できるよう針広混合林や天然林に誘導していき

ます。 

 加えて、これらを支える担い手と木材の需要

も大切です。中核的な林業経営体の育成・確保

や機械化・スマート化を進め、着実な森林整備

に努めるとともに需要に応じた木材の供給力を

強めていきます。 

 このように、それぞれの目的に応じた施策を

総合的に展開することで、本県林業を持続的に

発展させていきたいと思います。 

中野委員 高村審議監におかれては、西部振興

局の農山村振興部長として日田市の森林整備推

進連絡協議会に関わっていただくなど、林業の

まち日田はもちろんのこと、大分県の林業政策

の推進に多大な御尽力をいただいたことに、こ

の場を借りて厚く感謝、御礼を申し上げます。 

 そして、今後も豊富な知識や経験をいかし、

大分県発展に引き続き力を貸していただきたい

と思います。ありがとうございました。 

森委員 ２点伺います。 

 予算概要の１４ページ、大規模園芸団地整備

促進事業費５，５９９万３千円のうち、農業成

長産業化推進本部の運営支援９３０万円につい

て、農業産業化推進本部の目的と今後の取組を

伺います。 

 次に予算概要１０３ページ、家畜伝染病緊急

防疫体制整備事業費５億円についてです。今年

度の鳥インフルエンザは、過去最多となってい

た令和４年に匹敵するペースで発生しています。

鳥インフルエンザなど家畜伝染病への県内畜産

農家の対策について伺います。 

山口農業成長産業化推進室長 １点目、農業成

長産業化推進本部の目的と今後の取組について

お答えします。 

 農業成長産業化推進本部は、新たな農林水産

業振興計画の着実な実行を図るため、今年度に

市町、農業団体と共に立ち上げたものです。 

 目的は、農業の成長産業化と農村地域の持続

的な発展です。その目的である農業の成長産業

化に向けた取組の一つとして、今回大規模園芸

団地の計画的整備に取り組むことを決議し、今

後１０年間で１０ヘクタール以上の団地を１０

か所以上整備する目標を掲げ、進めているとこ

ろです。 

 今後の取組についてですが、まずはまとまっ

た農地の確保と意欲ある担い手のマッチングを

行い、市町の推進本部で進めていくとともに、

県の推進本部では必要な支援策の検討や参考と

なる優良事例の共有、さらに県内外の生産者へ

の広報に努めていきたいと考えています。 

 なお、この推進本部では、大規模園芸団地整

備のほかにも農村の振興策など必要な施策にも

取り組んでいきたいと考えており、今後はテー

マの選定やその対応策など市町や農業団体と幅

広に議論していきたいと考えています。 

里畜産振興課長 家畜伝染病の県内農家への対

策についてお答えします。 

 県では、高病原性鳥インフルエンザや口蹄疫、

豚熱、アフリカ豚熱のほか、昨年１１月に国内

で初発生したランピースキン病の発生防止に全

力に取り組んでいるところです。 

 高病原性鳥インフルエンザについて、今シー

ズンは全国で殺処分羽数が９３２万羽の発生状

況となっています。これは、令和４年に次ぐ過

去２番目の発生規模です。 

 県では、養鶏農家に対して消石灰の全戸配布

や防疫演習を実施し、発生防止及び対応力の向

上に努めています。また、死亡羽数が増加した

場合の早期通報を養鶏農家に徹底させており、

家畜保健衛生所では今シーズン２１件の緊急立

入りを実施し、陰性を確認しています。 

 そのほか豚熱及びアフリカ豚熱については、

県猟友会の協力の下、これらの疾病を媒介する

野生イノシシの検査を実施しており、現在６２

６頭を検査して全頭の陰性を確認しています。

またランピースキン病については、牛を飼養す

る全農家に病気を媒介するサシバエを駆逐する

ための殺虫剤などを配布して、発生予防に取り

組んでいるところです。 

 近年様々な家畜伝染病が国内はもとより近隣

諸国で発生しており、農家の経営安定のために
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も、引き続き緊張感を持って侵入防止及びまん

延防止に尽力していきます。 

森委員 ありがとうございました。 

 まず農業成長産業化推進本部に関してですが、

この予算概要１４ページは農林水産企画課の予

算となっています。これまで大分県農業総合戦

略会議において、令和３年以降ＪＡグループを

中心として、農業協同組合の体制強化や今抱え

る大分県の農業に関する課題の解決に向けて議

論を行った結果、令和４年度から予算化もされ、

キャトルステーションやねぎの１００億円プロ

ジェクト等が進められており、実際に成果も上

がってきたと思います。 

 気になるのは、今言ったようにこの予算が園

芸振興費となっていることです。例えば畜産の

振興とか、そのあたりを今後どのように考えて

いるのか、予算からは見えてこないところに少

し疑問点があるので、それについてお答えをい

ただきたいと思います。 

 そして今、里畜産振興課長から話があったラ

ンピースキン病の対策については、今の時期が

非常に重要だと。酪農経営体からも非常に心配

の声が上がっている中で、特に今後どのように

対策を講じていくかについて、再度伺います。 

山口農業成長産業化推進室長 １点目、その他

畜産等の予算等にどのように取り組んでいくの

かという質疑についてです。まず１回目が、大

規模園芸団地に取り組むと決議をしたので、そ

の分の予算を計上しています。 

 また、これから市町や農業団体の方々といろ

んなテーマについて議論していくので、その過

程で必要と思われることについては積極的に予

算を要望し、解決に導きたいと思っています。 

里畜産振興課長 ランピースキン病について、

酪農家では、病気が発症すると牛乳が出荷でき

ないという一番大きな影響が考えられます。ま

た、これはおおいた和牛とかに感染すると対米

輸出ができないんじゃないかという話が当初あ

りました。とりあえず、まだハエが発生してい

ない時期に、まず畜舎内外のサシバエを駆逐す

る形で全力を尽くしていきたいと考えています。

今のところ、福岡県や熊本県での新たな発生は

認められていないので、病気が治まっているう

ちに発生予防を十分にしていきたいと考えてい

ます。 

 もし仮に県内で発生した場合、子牛市場や牛

乳の出荷にかなりの影響が出てくる関係があり

ますが、一応対米輸出についてはアメリカのワ

クチンの衛生的な評価ができたので、近いうち

――ちょっと日にちはまだ分からないんですが、

今後は対米輸出も可能となっていきます。 

 それとランピースキン病についてはワクチン

があるんですが、農林水産省としては発生がな

い限り国が備蓄しているワクチンは使用させな

い方針を示しているので、まず県としては発生

予防に全力を尽くしたいと考えています。 

森委員 成長産業化推進本部会議には私も出席

をしましたが、市町村の副市長も全員参加し、

今後その方針に基づいた、また自治体における

取組が進められることは期待しています。印象

として、形だけにならなければいいなという危

惧がちょっとあったので、今後しっかりと推進

本部が機能するように仕掛けをしていただけれ

ばと思っています。 

 里畜産振興課長からは、詳しく説明をいただ

きました。農家の方からも非常に不安だという

声が聞かれます。里畜産振興課長におかれては、

また今後も獣医師の立場として、勇退後もいろ

いろな御指導を畜産業界にいただければと思い

ます。ありがとうございました。 

守永委員 ３点ほどお尋ねします。まず一つが、

予算概要３２ページ、おおいたの有機産地等拡

大促進事業費についてです。この事業について

は、昨年までは持続可能な豊かな有機産地等活

性化事業費として、国費１０分の１０、市町村

単位での有機産地等の育成事業が行われていま

した。この有機産地の取組について、現下の課

題と、それらの課題を背景にした来年度の取組

について御教示いただきたいと思います。 

 二つ目が、５６ページの農福連携推進事業費

についてです。農業分野における障がい者の活

躍を促進するための事業ですが、福祉保健部と

の連携の中で、かなり取組が安定してきている

と伺いました。農林水産部としてどのような工
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夫をしてきたのか。また、様々な課題を解決し

ながら取り組んできたと思いますが、来年度の

取組の中で解決すべき課題と、その具体的な取

組について御教示ください。 

 三つ目が、１２８ページの田んぼダム推進事

業費についてです。田んぼダムは流域治水の一

環として取り組んでいるわけですが、大分県下

の河川で流域治水を合理的に行うには、上流部

ほど田んぼダムが必要になるのではないかと考

えます。現段階でどのような取組をしているの

か、教えてください。 

畑中地域農業振興課長 おおいたの有機産地等

拡大促進事業費についてお答えします。 

 オーガニックビレッジ宣言をしている３市に

ついて、国の交付金を活用し、有機栽培の専門

家による水稲の技術研修会等を実施するなど産

地拡大を進めてきたところです。令和７年度も

引き続き、国の交付金１０分の１０を活用して

事業を実施していく予定です。 

今後、さらなる産地拡大を進めるためには、

特に栽培管理面において、除草対策や土づくり

など栽培技術の確立、労働の負担軽減に向けた

作業の省力化が課題と捉えています。このため

市町と連携し、ベテランの有機農業者の事例調

査などを通じて栽培技術の確立を図るとともに、

例えば水田抑草ロボットの活用など栽培技術の

実証を行い、その結果を横展開していくことに

より課題解決に取り組んでいきます。また、省

力化機械の導入を支援し、規模拡大を後押しし

ていきます。 

信貴新規就業・経営体支援課長 農福連携推進

事業費についてお答えします。 

 農福連携は、障がい者等の農業分野での活躍

を通じて社会参画を促進するものであり、農業

経営の発展とあわせて、地域共生社会を実現し

ていく上で非常に重要な取組だと考えています。

農福連携の取組を推進するため、農林水産部で

は障害者社会参加推進室のアグリ就農アドバイ

ザーと連携し、新たに農福連携に取り組む福祉

事業所の掘り起こしなどを行ってきました。 

 また、初めて農福連携に取り組む農業者のハ

ードルを下げるため、農業者への工賃を助成す

るおためしノウフクの実施や障がい者の特性を

十分に理解している農福連携支援アドバイザー

の派遣のほか、農作業の見える化・細分化を学

ぶ研修会の開催やマニュアル指導の専門家を派

遣する実践支援を行ってきました。 

 一方、解決すべき課題として、農福連携を希

望する農業者と福祉事業所との通勤距離が長い

ことによりマッチングが進まないことがあるた

め、引き続きおおいた共同受注センターと連携

し、農業者と近隣の福祉事業者のマッチングを

図るなど、福祉サイドと緊密に連携を取りなが

ら農福連携を推進していきます。 

小林農地・農村整備課長 田んぼダムの取組に

ついてお答えします。 

 田んぼダムの効果発揮にはまとまった面積で

の取組が必要であることから、面的な広がりが

期待できる多面的機能支払交付金の活動組織を

中心に、ソフト・ハードの両面から取組を推進

しています。 

 ソフト面においては、推進主体である市町と

連携し、田んぼダムは取組地域の下流域での効

果に加え、地域内の排水路などでも洪水被害抑

制の効果があること等メリットを丁寧に説明し

ながら、地元の理解醸成を図っているところで

す。あわせて、田んぼダムの模型等を活用した

出前講座の開催など積極的な普及活動にも取り

組んでいます。 

 ハード面では、田んぼダムの雨水貯留機能を

発揮するために必要な畦畔の補強や排水ますの

整備などについて、国庫補助事業の活用により

支援しています。 

 今後も、より多くの地域で取り組んでもらえ

るよう市町等関係者と連携して推進していきま

す。 

守永委員 ありがとうございます。 

 有機産地の拡大については、面的な拡大もこ

れから進めていくとの話だったわけですが、特

に課題として最後にあげていた、通勤時間が長

くなってしまう点。これは、農福連携の福祉サ

イドの利用者、いわゆる働き手にとって現場ま

での距離が長いことを指しているんだと思うん

ですが、改めて聞いて、そういえばそうなって
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しまうよなと気付かされました。 

 実際にやっていく中で様々な課題があると思

うので、その課題一つ一つをきちんと解決しな

がら、是非――途中で別のこと言ってしまいま

したね、すみません。農福連携に話が行ってし

まいましたが、農福連携の取組を進めていただ

ければと思います。 

 それと有機産地の部分ですが、機械化等での

省力化が進めば、確かに規模の拡大ができるわ

けです。全体が機械化するのは難しいとは思っ

ているので、規模を拡大することによってどう

いったところに手がかかっていくのか、また詳

細について分析して、より多くの方が有機産地

の形成に向けて手を出せるように、支援体制を

お願いしたいと思います。 

 田んぼダムについては、そのものの効果につ

いて、やはり数値的にどのくらいの雨が降った

ときに耐えられるのか、そういった説明の在り

方があってもいいのかなと感じています。多く

の方々が理解できる説明を加えながら、その必

要性について、農家の方々にも理解して協力を

得られる取組を行っていただければと思います。

また、よろしくお願いします。 

高橋委員 予算概要の４０ページ、おおいた食

の地産地消推進事業費９９万３千円です。 

 この事業では、県産の食材を利用した料理を

提供する、とよの食彩愛用店の情報発信とあわ

せて県産を活用した商品開発等に取り組む事業

となっています。 

 この中で、地産地消商品開発コンテストは予

算額３８万９千円ですが、この予算では募集と

応募作品の審査と表彰で終わってしまうんじゃ

ないかなと。せっかく出品者が知恵を絞った作

品なので、プロの料理人等がそこに知恵を加え

ればさらによい商品の開発につながるのではな

いかと思うんですが、そのようなことは行って

いないのかどうか。また、過去の開発商品の事

例紹介とあわせて、出品作品に改良を加えた、

若しくは加えようとした事例はないのかどうか

伺います。 

 次に概要の１６７ページ、かんしょ産地サル

被害対策実証事業費４７８万１千円です。臼杵

市でサルの被害対策に向けた地域ぐるみの取組

を進めて３年目と私は聞いたんですが、実際に

その効果は今どうなっているのか。また、やっ

てみてどういった課題があるのか。それらを踏

まえて、今後の被害防止策はどういう取組を展

開しようとしているのか伺います。 

畑中地域農業振興課長 お答えします。 

 まず商品開発コンテストの件ですが、この次

世代応援地産地消商品開発コンテストは大分県

とコンビニエンスストアとの共催で実施してお

り、今年度で１２回目となります。 

 このコンテストは県内の高校や大学から毎年

２００点以上の応募があり、その中から最優秀

賞を選定します。最優秀賞受賞作品は、毎年そ

の後コンビニエンスストアで販売されることに

なっており、その前に食品メーカーの専門家の

意見も取り入れ、味や見た目、食品工場の製造

ラインなどを想定しながら改良を行って商品化

します。過去には、ニラ香る鯖味 おにぎりや

大葉みそおにぎり、甘太くんのシュークリーム、

かぼすのシフォンケーキなどが商品化されまし

た。 

 また令和６年度は、別府大学短期大学部の学

生が考案したゆずマヨつくねおにぎり、県立大

分商業高等学校の学生が考案したかぼす香る甘

太くんの芋あんぱんが商品化され、九州各県と

山口県の約１，４００店舗で今年３月４日から

販売をしています。発案した生徒や学生にとっ

ては、民間企業と商品開発ができる貴重な社会

体験の場となっており、学生や教育現場からも

好評です。 

若い世代の地産地消の意識を向上させる効果

的な事業として、今後も継続していきます。 

田口森との共生推進室長 かんしょのサル被害

対策実証事業についてお答えします。 

 本実証事業は、サルの群れの行動を把握し、

生産者と集落、自治体が一体となって被害防止

対策を展開するモデルを確立することを目的に

令和５年度から３か年で実施しているものです。 

 この２年間の取組内容についてですが、まず

一つは、アンケート調査による現状把握とモデ

ル集落の選定、聞き込みによる群れの分布調査
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に加え、ＧＰＳ首輪などを利用した行動域調査

を実施しました。また、サル用の電気防護柵の

改良や被害対策勉強会、追払講習会の開催など

も実施しています。 

 その結果、地域に三つのサルの群れを確認し、

群れごとの加害レベルや推定個体数、うち２群

についてはおおむねの行動域が明らかになった

ところです。また、サル用電気防護柵の効果や

生産者などにおけるサルの生態を踏まえた対策

への理解と共通認識が深められました。 

 群れの行動域の全容把握に加えて、群れごと

の捕獲方針の検討及び被害防止対策との連動、

行政区域を越えたサルの群れに対する市町村間

の連携が課題です。 

 そのため令和７年度の取組では、一つ目にＧ

ＰＳ調査等の継続による群れの行動域の把握、

二つ目に群れの特性に応じた捕獲方針や被害防

止策の展開など被害対策モデルの確立、三つ目

にサルの広い行動域に対応した広域的な連携活

動を計画しています。これらの取組により、行

政と集落住民の連携体制を構築しながら、本地

域におけるサル被害対策のモデルを確立し、そ

の対策方法や成果などについて他地域へ展開し

たいと考えています。 

高橋委員 ありがとうございました。 

 コンビニとの共催でもう１２回、随分長い時

間と経験があるということで、是非今後も商品

開発を強力に推し進めていただきたいと思いま

す。 

 それからサル対策ですが、私も臼杵市で、民

家のすぐそばの刈り取った後の田んぼにサルが

集団で降りて、何かをついばんでいたのを見た

ことがあります。また臼杵市野津では、通る車

をサルが道路の路肩でずらっと集団でじっと眺

めているのを何回も見かけたことがあります。 

 サル被害について直接農家の方から話を伺っ

たことはまだありませんが、本当にかなり被害

があるとは聞いています。何せ相手は生き物な

ので、これについてもなかなか対策が難しいと

思いますが、猿知恵に負けないようしっかり対

策をお願いしたいと思います。 

御手洗（朋）委員 予算概要の１４０ページ、

林業新規参入者総合支援事業費についてお尋ね

します。 

 昨年度の事業でも新規参入者が多く集まった

ようですが、昨今の人材不足の中、こういった

好調の背景をどう分析しているのか教えてくだ

さい。 

 そして今回、新たに現場移動費支援、林業指

導者育成研修が加わっていますが、これらを加

えた理由もあわせてお尋ねします。 

 新規参入者が増えるのは大変喜ばしいと思い

ますが、やっぱり仕事の内容からいってなかな

かきついものもあると思っているので、そうい

った新規参入者の定着率がどうなっているかに

ついてもお尋ねします。 

中尾林務管理課長 質疑のあった３点について

お答えします。 

 まず１点目、林業の新規就業者が多く集まっ

ていることをどのように分析しているかについ

てですが、林業の新規就業者は６年連続で現在

１００名を超えているところです。これは、高

性能林業機械の導入などが進んで若者にとって

林業の魅力が増したことに加えて、ガイダンス

の実施やＳＮＳの活用、また高校生の体験研修

などによる就業情報の発信、それから給付金を

受けながら林業の知識・技術を習得できる林業

アカデミーなどの就業前支援、さらに造林ＯＪ

Ｔ研修や資格取得研修といった就業後の支援な

ど、就業段階に応じた切れ目ない取組が成果を

上げているものと考えています。 

 続いて２点目、新たに現場移動費支援及び林

業指導者育成研修を加えた理由についてです。 

 まず現場移動費支援については、林業の性格

上、林業アカデミー生の研修現場が県内広域に

わたっており自家用車での移動費の負担が大き

いことから、その一部を助成しアカデミー生の

負担軽減を図るものです。 

 林業指導者育成研修については、林業アカデ

ミー等の講師が高齢化しており、その後任の確

保に苦慮していることから、講師候補者が現役

講師の補助を行いながら指導ノウハウを直に学

ぶことで新規講師の早期確保・育成を図るもの

です。これらを令和７年度から新たに実施し、
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新規就業者の定着や技術力向上をさらに図って

いきたいと考えています。 

 ３点目、林業就業者の定着率についてです。 

本県の新規林業就業者の就業後３年目の定着率

は７２％となっており、全国平均の６７％と比

べても高い状況となっています。引き続き、就

業前から就業後に至る切れ目ない取組を進め、

定着率の向上を図っていきます。 

御手洗（朋）委員 ありがとうございました。 

 今の話を聞くと非常にいい取組というか、林

業の未来が明るいのかなと思います。どの分野

でも人手不足が一番の課題なので、またいろい

ろ情報交換しながら、ほかのところにも波及し

ていくようなことをしていただければと思いま

す。 
澤田委員 予算概要書４０ページ、おおいた食

の地産地消推進事業費についてです。さきほど

高橋委員からも話があったので、重なる部分は

割愛します。 

 甘太くんの芋あんぱんとつくねおにぎり、甘

太くん芋あんぱんに関しては、発売された当初、

我々公明党会派３名で一緒に会派室で食べて、

いずれも食レポができるぐらいおいしいなと味

わいました。 

 若い方と話をする際、これを皆さん結構御存

じで、やっぱりこういった商品開発って面白い

なとか、私もしてみたいなとか、高校生や大学

生以上の２０代の社会に出ている方からもその

ような話を聞くケースがあります。 

 この販売に関しては約１か月間の期間限定と

認識しているんですが、この販売経路――コン

ビニでのライセンス契約があるとは思うのです

が、この販売期間が終了した後、この商品をど

う取り扱っているのか、ちょっとお聞きしたい

と思います。 

畑中地域農業振興課長 次世代応援地産地消商

品開発コンテストの商品に関する質疑にお答え

します。 

 このコンテストの目的は、県内の若い世代が

県産食材に触れるきっかけをつくることで、県

産農林水産物や農林水産業について学び、そし

て地産地消に関心を持って商品化に取り組むこ

とです。このため毎年コンテストを開催し、多

くの若年層が地産地消の商品開発に関わる機会

を増やすことが重要と考えています。なお販売

期間については、コンビニエンスストアの販売

戦略に基づいて決定されることとなっています。 

 今後もこのコンテストを継続し、若い世代に

県産品をアピールできるよう努めていきます。 

澤田委員 ありがとうございます。 

 そういう経路があるとは思うんですが、せっ

かく商品を作って、非常に受けがいい商品もた

くさんあると思うんです。１２回していれば、

今までの――例えば１回から１０回までグラン

プリを取ったものを、最優秀賞みたいな賞をつ

くって、ライセンス契約があるので難しいとは

思いますが、またそれを大分の魅力の食として

再度発信できるとか。せっかく開発した下地が

あるので、それを一過性で終わらせるのではな

く、やはり継続的にしていくことも非常に大事

なのではないかなと思ったのであえて質疑しま

した。 

 こういった商品開発に関してはすばらしい取

組なので、是非また今後、継続した販売ができ

るようにしていただければと思っています。要

望ですが、よろしくお願いします。 

佐藤委員 ２点お願いします。 

 １３ページの農林水産業施設等復旧支援事業

費と１６ページの農林水産関係災害時緊急対応

事業費について、これは共に災害緊急対応用の

予算確保だと思うんですが、この二つの事業の

違いを説明していただきたいと思います。 

 それからもう一つ、１５５ページの早生樹等

苗木増産支援事業費です。部長の説明があった

のでだいぶ分かったんですが、これまでの実績

について、苗木数とか植樹面積を教えていただ

きたいと思います。 

木許農林水産企画課長 佐藤委員から質疑のあ

った二つの事業についてお答えします。 

 いずれも災害時に機動的に対応するため、こ

れまでの実績を参考に、あらかじめ当初予算で

一定の金額を計上している事業です。 

 農林水産業施設等復旧支援事業費は、市町村

と連携して、被災したハウスや農業用機械等の
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生産者による復旧を支援するソフト支援事業で

す。 

 農林水産関係災害時緊急対応事業費は、治山

施設や漁港施設などインフラ施設の復旧に向け

た測量設計や土砂撤去等を実施するハード整備

事業となっています。 

 近年、大規模災害が頻発していることから、

ソフト・ハード両面から早期の復旧・復興に取

り組んでいくことにしています。 

長谷部森林整備室長 早生樹等苗木増産支援事

業費についてお答えします。 

 当事業は、森林の伐採後に植栽を行う早生樹

苗木の生産に必要な採穂園の整備やコンテナ苗

の生産施設の整備等を支援するものです。 

 令和５年度の補正予算も含めた令和６年度の

事業実績は、早生樹６，２００本分の採穂園造

成やコンテナ苗生産施設整備を行う２２社への

支援などで、早生樹苗木の増産を図っていると

ころです。 

 令和５年度の早生樹の苗木生産数は約４万本、

植栽面積は５９ヘクタールとなっており、令和

６年度は生産本数１５万本、植栽面積１４２ヘ

クタールとなる見込みで、著しく増加している

状況です。 

 補正予算も含め、令和７年度も採穂園整備や

生産施設等の支援を計画しており、令和１５年

度の目標である早生樹の植栽面積８３０ヘクタ

ールを目指して取組を進めています。 

佐藤委員 ありがとうございました。 

 まず１点目についてですが、緊急の対応とい

うことで、確かにここ最近いろんな被害が大変

なんですが、実際に昨年の台風第１０号や近隣

のいろんな被害の中で、この金額で足りたのか

どうかをお願いしたいと思います。それから今、

林業の方ですが、この早生樹ですごい実績があ

がっており、すばらしいことだと思います。 

 ちょっと話は違うんですが、スギとかヒノキ

の花粉症対策でつくられた花粉の少ない品種が

あると聞きました。こういったものの品質転換

やこれまで検討など実際にしているとかがあれ

ば教えていただきたいと思います。 

木許農林水産企画課長 災害関連の二つの事業

についてお答えします。 

 予算的にはトータルで１１億ありますが、実

は令和３年度から同額の予算を計上しています。

今のところ予算の不足等の状況はありません。 

 参考までに、昨年８月に豪雨等がありました

が、５億１千万円ほどになっており、まだ若干

余裕がある状況です。 

長谷部森林整備室長 スギやヒノキの花粉症対

策品種の品種転換について、現状を説明します。 

 本県では、成長が早く花粉の少ないスギやヒ

ノキの優良品種も含め、早生樹と定義しており、

今その品種転換を図っています。スギについて

は、令和６年の植栽用に生産された苗木の７９

％が花粉の少ない品種に転換されており、ヒノ

キについては、花粉の少ない品種への転換はま

だ進んでいない状況です。 

 そこで、令和５年から令和６年の２年間で、

国が９品種について新たに指定したことから、

来年度から県営の採穂園で花粉の少ないヒノキ

を造成し、品種転換を進めていくことにしてい

ます。 

 こうした取組により、令和１５年の花粉の少

ないスギやヒノキの苗木生産割合を９割まで伸

ばしていきたいと考えています。 
麻生委員 ２点伺います。 

 １２１ページの水田畑地化推進基盤整備事業

費について、まずお礼を申し上げたいと思いま

す。 

 私のふるさとですが、平石地区では令和３年

から９年まで計画額６億８，９００万円で、今

まさしく梨団地造成――表土を剝いで、集落よ

りずっと標高の高い中山間地の荒廃地域、休耕

田を含めたところが、これから変わっていくん

だなと実感しています。そこに若い入植者が入

って、子育て世代の若い人たちが頑張っていく

んだなという希望が見えてきたと、皆さん大変

喜んでいます。そういった意味で、その周辺も

計画区域にない周辺も、さらに拡大してできる

といいかなという希望も持っているようなので、

引き続き、御指導と御支援をお願いしたいと思

います。 

 そこで、東京本社の総合物流企業、株式会社
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ファーマインドによる、日本最大級となる東京

ドーム４個分の梨園の立地計画が東部振興局管

内に表明されたと。株式会社ファーマインドは、

バナナを中心とする青果物の輸出入・販売・追

熟加工やカットフルーツの販売を行っており、

また試食宣伝スタッフ派遣による販売強化支援

も行うとされています。そのほか、同社は規格

や産地などの異なる青果の流通を多角的にサポ

ートする受発注・在庫管理・販売管理システム

を構築・運営するとも聞いています。 

 こうした中で、日田市や由布市庄内の梨団地

に、さらにこういった企業が参入したときちょ

っと心配しているのが、価格について産地の差

別化等がしっかりできていくのかどうか。その

辺についての県の認識をまず伺います。 

 ２点目は、１３４ページの循環型林業確立推

進事業費、林地情報集約化促進事業６７０万円

についてです。県域での林地情報の一元化に努

めるということですが、林地の譲渡希望情報と

林地台帳のデジタル化について、実態として県

や市町村、森林組合等の一元化がどうなってい

るのか。実態とこの事業での方向性について、

もうちょっと詳しく説明をいただきたいと思い

ます。 

 山林伐採の届出が無届けであった、行政指導

があったとの報道も最近あったので、そういっ

たことも含めて伺います。 

田﨑おおいたブランド推進課長 梨の価格等に

ついてお答えします。 

 全国の梨の生産状況ですが、過去１０年で面

積が２３％、そして生産量では２６％の減少と

なっています。そういった中、価格は５０％上

昇しており、市場のニーズの高いのが梨になっ

ているかと思います。 

 一方で、県内の面積は令和４年で３４２ヘク

タールと全国の傾向より緩やかですが、ここ１

０年間で１３％の減少になっています。 

 株式会社ファーマインドの計画によると、２

０２８年から苗木を定植し、２０３３年には１

８ヘクタールを目指すこととなっています。県

内の生産面積の減少幅を見ると、価格の影響に

ついては限定的なところがあるのかなと見てい

ます。県としては、さきほどの平石地区のよう

な意欲のある新規就農者の規模拡大と、このよ

うな企業参入もいかして、大分県の梨の産地と

して位置を高めていきたいと考えています。 

中尾林務管理課長 質疑のあった森林情報の一

元化等についてお答えします。 

 県では令和４年度から、効率的な森林整備な

どを目的として、県や市町村、林業経営体が保

有する森林資源情報をネットワーク上で一元的

に管理できる森林クラウドシステムの運用を開

始しており、来年度から本格運用することとし

ています。 

 このクラウドシステムでは、森林ごとの樹種

や材積、林齢などの森林資源情報を記載した森

林簿のほか、地籍図や航空レーザー等により得

られた高精度な地形情報など、森林の経営管理

に必要となる高精度な情報や様々なデータ情報

を一元化して搭載し、市町村や森林組合など意

欲ある経営体に対して、個人情報保護など一定

要件の下で公開しています。現在、姫島村を除

く１７市町と約２０事業体が導入しています。 

 一方、今回予算計上している林地情報集約化

促進事業は、所有者の同意を得た上で、その林

地の譲渡希望情報をクラウドシステムの地図に

搭載することで、意欲ある経営体の林地取得が

容易になり、規模拡大や放棄林の未然防止につ

ながるものです。 

 こういった整備をすることによって、多様な

主体がクラウドシステムの情報を積極的に活用

できる環境を整備し、より適切な森林整備を効

率的に進めていきたいと思っています。 

 例えば、事業体が伐採する際に伐採届出を提

出しますが、今後このクラウドシステムで行う

形になってきます。また、このクラウドを活用

することで、森林の境界が一元的に管理でき、

しっかり情報を確認していただくことで、境界

が分からず誤って伐採するといった誤伐の防止

や伐採届出の事前提出が進んでいくと期待して

います。 

麻生委員 梨団地の造成について、こういった

事業は、中山間地や限界集落に近いところにと

っては本当に希望の光なので、是非とも御指導、



- 19 - 

御支援をさらに強化していただくようお願いし

ておきたいと思います。 

 特に若い世代の移住・定住にも寄与するわけ

で、梨の生産は意外と１年中１か月ぐらいしか

休む暇がないほど大変なので、それだけ仕事が

多いと。その代わり収入も上げられることにな

れば幸いだなと思っているので、よろしくお願

いします。 

 それから林地情報の集約化に関してですが、

大分市内の周辺部の自治区では、大南地域や河

原内地域など共有林をたくさん持っている自治

区があります。あの当時は、将来の公民館の建

て替えを目標に共有林として所有して、植林し、

増林し、管理をし続けていたわけです。もうほ

とんど人がいなくなっちゃいまして、そういっ

た共有林をどうしようかと苦慮しており、固定

資産税も、これからちょうど区の総会シーズン

に入りますが、もう放棄しようじゃないかとい

うところがたくさん出ているのが実態です。 

 そうしたものをどう対処していくか中部振興

局にも相談しているので、是非ともこういった

部分の相談にも乗っていただき、どのような相

続をしていくか、処理をしていくかといった課

題があることを認識して御指導いただくように

お願いしておきたいと思います。 
木付委員 １５ページ、世界農業遺産ファンド

推進事業費についてです。 

 国東半島宇佐地域世界農業遺産については、

平成２５年の認定以降、認定地域での環境保全

あるいは生物多様性の調査に加え、県内小中高

校への継承教育などの取組を行っています。世

界農業遺産の理念である独自性のある農林水産

業の維持継承について、地域一体となって実施

されています。 

 こうした中、来年度の組織改正では、世界農

業遺産関係業務が農林水産企画課から地域農業

推進課に移管され、地域連携・世界農業遺産推

進班と新しい体制になります。 

 引き続き、世界農業遺産の維持継承に取り組

んでいかなければなりません。今回の組織変更

に際し、これまでを総括するとともに、今後の

取組について農林水産企画課長にお尋ねします。 

木許農林水産企画課長 それでは、世界農業遺

産の総括と、新しい体制も踏まえた今後につい

てお答えします。 

 国東半島宇佐地域世界農業遺産は、昨年度Ｆ

ＡＯや全国２１の地域とも連携し、地域主体の

１０周年記念イベントを成功裏に終了しました。

これまでの１０か年は、生態系調査や地域活動

への支援、小中学生への次世代継承教育等に取

り組んできました。特に、高校生聞き書き事業

は、世界が注目する手法として国の専門家会議

で高い評価を得ています。 

 また、生物多様性の調査研究事業で発見した

サンショウウオが新種の認定を受けており、ま

た地域ブランド認証品目の乾しいたけについて

は、そのほだ場がＪＲ九州のクルーズツアーに

組み込まれるなど、これまでの事業が地域の魅

力発信につながってきています。昨年７月にイ

ギリスで開催されたイベントでも、七島藺（し

ちとうい）のワークショップが好評をいただい

たところです。 

 今後は農業遺産の維持継承はもとより、当県

で最大規模の集客力のある、るるパークや県内

一の農業イベントである農林水産祭とのさらな

る地域間連携を柱に、あらゆる機会を通じて地

域の魅力発信につなげていきます。今年開催予

定の大阪・関西万博でも好機を逃さず、国内外

へのＰＲを行っていきます。 

木付委員 ありがとうございます。 

 国東市の地元事務局の皆さんはため池ウォー

キングとかをやっています。それで昨年から、

他地域の団体と一緒にコラボして、彼岸花の植

樹などもやっているところです。また、ため池

ウォークのコースは国東半島峯通ロングトレイ

ルと重なっているところがあり、事務局も同じ

世界農業遺産、峯道ロングトレイルの事務局を

兼ねている人が多くいます。 

 いろいろなことをやっているんですが、やは

り世界農業遺産という何となく地味な名前とい

うか、ＰＲがまだまだと感じています。今年度、

ＰＲ動画の作成を行っていると思いますが、こ

れからどのようにこのＰＲ動画を使っていくの

か、再度質疑したいと思います。 
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木許農林水産企画課長 ＰＲ動画については、

衛藤昴監督の下、画質と音楽、音にこだわって

作成しました。このようなＰＲ動画が今までな

かったために、映像や音など、その雰囲気がな

かなか分からないところを明確にできるように

なっているんじゃないかと思います。さきほど

も言いましたが、あらゆる機会を通じて魅力を

発信し、特に外国の方はああいった映像にもの

すごく興味を持つこともあるので、インバウン

ドの集客などにもいかしていきたいなと思って

います。 

木付委員 ＰＲ動画の監督である衛藤昴監督で

すが、大分空港のＰＲ動画に私も出演させてい

ただきました。すばらしい監督なのですばらし

いＰＲ動画ができていますが、引き続き、県の

方でしっかり支援をしていただきたいと思いま

す。よろしくお願いします。 

井上委員 予算概要８０ページ、農林水産物輸

出需要開拓事業費のうち、おおいた和牛のＥＵ

初輸出に向けた展示会への出展についてです。

これについて、内容はさきほど答弁があったの

でそれで結構ですが、農林水産物の新たな販路

拡大や所得の向上といった意味で、大変重要な

ことです。この新たな販路拡大・輸出量の拡大

に係る事業は合計で１，６１２万８千円ですが、

各事業の金額は資料として要求したいと思いま

す。 

 それから予算概要１１０ページ、農業農村整

備計画調査事業費についてですが、昨年末に発

表された農業算出額は１，３４２億円で、９７

億円アップと約２０年ぶりの水準になりました。

短期集中県域支援品目やおおいた和牛をはじめ、

園芸・畜産における生産拡大が着実に実を結ん

でいる成果だと考えますが、停滞することなく、

おおいた農林水産業元気づくりビジョン２０２

４に示す元気な産地づくりに取り組んでいかな

ければならないと考えます。 

 こうした中で、昨年の台風第１０号など頻発

・激甚化する自然災害の防災対策を兼ね備えた

生産基盤の整備が重要であり、その上で持続的

な生産活動を進めなければなりません。加えて、

これまで精力的に取り組んできた田んぼダムに

よる流域治水など、県民の命と暮らしを守る取

組もしっかり進めていってほしいと思います。 

 そこで、防災対策の視点も踏まえた元気な産

地づくりをどのように進めていくのか、安東審

議監にお尋ねします。 

今吉副委員長 ただいま井上明夫委員から、予

算概要の８０ページ、新たな販路開拓・輸出量

の拡大に掲げる各事業の予算内訳に関する資料

提出の要求がありました。 

 お諮りします。ただいまの資料を委員会とし

て要求することに御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と言う者あり〕 

今吉副委員長 御異議がないので、ただいまの

資料を要求することに決定しました。 

 執行部はよく調整の上、速やかに提出をお願

いします。 

 では、答弁をお願いします。 

安東審議監 防災対策の視点を踏まえた元気な

産地づくりについてお答えします。 

 本県の農業の再生において、農業戦略会議の

行動宣言に基づき、短期集中県域支援品目の生

産拡大などに取り組んだ結果、農業産出額につ

いては４年連続で増加となったところです。特

に園芸に関しては２１年ぶりに６００億円を超

える額となるなど、大幅な伸びとなりました。 

 今後もこうした取組をさらに進めるため、昨

年策定したおおいた農林水産業元気づくりビジ

ョン２０２４に基づき、市場や食品企業などか

らのニーズが高い加工業務用野菜や果樹などを

園芸基幹品目として、中核的経営体の確保・育

成に合わせて大規模園芸づくりを進めていくこ

ととしています。 

 この取組にあたっては、やはり農業の生産基

盤部分をしっかり整えておくことが重要であり、

地域の特性を踏まえて、導入品目に応じた排水

対策や土壌改良などのきめ細かな農地整備を実

施していきます。 

 また、参入企業などの担い手のニーズに即し

た区画計上や水路の配置、農道の幅員など、営

農形態にあわせたオーダーメイド型の整備にも

取り組んでいきたいと考えています。 

 さらに、今後労働者の不足問題が懸念される
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ことから、管理の省力化に向けた水路のパイプ

ライン化や自動操舵システムの導入など、スマ

ート農業の実装が可能となる大区画化などの整

備にもしっかり取り組んでいきます。 

 こうした産地づくりを着実に推進する一方で、

やはり昨今、気象変動に伴って自然災害が頻発

・激甚化していることから、持続可能な農業の

実現に向けて、やはり農地や農業施設における

防災・減災対策もしっかりと行いながら、安心

・安全な農村づくりを進めていくことが大変重

要だと考えています。 

 このため、防災重点農業ため池においては、

劣化状況に応じた全面改修、いち早く決壊リス

クの低減を図るための洪水吐部分の先行改修に

も取り組んでいきます。 

 こうしたハード対策と同様に大切なソフト対

策としては、緊急時に迅速な避難行動につなが

るハザードマップの作成や水位計によるため池

管理監視システムの導入も進めており、ハード

・ソフト両面から農業、農村の防災・減災対策

を実施していきます。 

 中でも田んぼダムについては、先般担当課長

から説明がありましたが、やはり農家の理解促

進と、田んぼダムの効果を享受している地域の

方々への普及啓発活動も大変重要だと考えてお

り、今後とも市町村と連携しながら推進を図っ

ていきたいと考えています。 

 また、こうした生産基盤の取組を着実に実施

していくために必要となる農業農村整備事業の

予算確保については、引き続き全力で取り組ん

でいきます。 

 委員の皆様方におかれては、これまでも本当

に力強い支えをいただいています。大変ありが

とうございます。今後とも変わらぬ御支援のほ

どよろしくお願いします。 

 県内には、先人たちの知恵と技術で築かれた、

地域を潤す用水や食料を生産する優良な農地、

そして豊かな農村環境など、長い間引き継いで

きた貴重な資源が各地にあります。こうした先

人たちの思いと共に、こうした県民共有の財産

ともいえる資源を適切に維持保全し、次世代へ

さらによい形でつなげていくことができるよう、

農業・農村の整備を通じて元気な産地づくりに

全身全霊で取り組んでいきます。 

井上委員 大分県の農園芸品目については、先

般ねぎが初めて１００億円を超えたということ

で、私も祝賀会に参加しましたが、大変な盛り

上がりで、これからさらに伸びていくんだと実

感したところです。 

 この生産基盤の充実は、大分県に限りません。

日本全体ですが、米不足の問題とか食料自給率

アップの問題、それから災害対策の意味でも生

産基盤の充実が欠かせません。 

 安東審議監におかれては、これまでの経験を

いかして、今後とも農業・農村整備に御尽力い

ただくことをお祈りし、質疑を終わります。 

今吉副委員長 最初の堤委員の質疑に関し、答

弁に誤りがあったとのことで、再答弁を許しま

す。 

宇留嶋園芸振興課長 １点修正です。 

 かんしょの広域選果場の件でさきほど答弁し

た中で、甘太くんのこの３年間の面積拡大につ

いて４５ヘクタールとお答えしましたが、正確

には４４ヘクタールと修正します。 

今吉副委員長 以上で事前通告者の質疑を終了

しました。 
 ほかに質疑のある方は、挙手をお願いします。 
  〔「なし」と言う者あり〕 

今吉副委員長 ほかに質疑もないので、これを

もって農林水産部関係予算に対する質疑を終わ

ります。お疲れ様でした。 

 暫時、休憩します。 

 午後０時０２分休憩 
――――――――――― 

           午後１時００分再開 
大友委員長 休憩前に引き続き、委員会を開き

ます。 

 これより教育委員会関係予算の審査に入りま

すが、説明は主要な事業及び新規事業に限り、 

簡潔かつ明瞭にお願いします。 

 それでは、教育委員会関係予算について、執

行部の説明を求めます。 
山田教育長 第１号議案令和７年度大分県一般

会計当初予算のうち教育委員会関係について説
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明します。 

 本日、山田教育次長は、ＳＴＥＡＭ・探究グ

ランプリの表彰式に出席するため、欠席となっ

ています。これは本日、東京大学において、Ｓ

ＴＥＡＭ教育や探究型学習の実践が優れている

高校、大学、企業等の取組が表彰されるもので、

全国から１０団体がグランプリに選ばれました。

このうち教育委員会の選出は、大分県教育委員

会のみとなっています。 

 それでは、説明に入ります。タブレットの画

面右下に青い通知が出てタッチすると、御覧い

ただく資料のページが表示されます。 

 お手元の令和７年度教育委員会予算概要５ペ

ージをお開きください。 

 予算のポイントの一つ目、１元気に関する取

組です。基本方針として、ライフステージに応

じた県民スポーツを推進するため、子育て世代

や働く世代におけるスポーツ実施機会を拡充し

ます。また、スポーツ活動の充実に向けた指導

者養成等にも取り組みます。芸術文化の分野で

は、文化財の保存・活用を推進し、訪日外国人

等の誘客を図るための取組を推進します。 

 二つ目、２未来創造に関する取組です。基本

方針として、デジタル技術を活用し、どの地域

に住んでいても多様で質の高い教育が受けられ

る環境を整備します。また、児童生徒が安心し

て学校生活を送ることができる環境づくりや教

職員の働き方改革にも取り組みます。 

 具体的には（１）教育の欄に記載していると

おり、県立高校における遠隔教育の大分モデル

確立や小規模な小中学校における遠隔学習の推

進により、多様な学びの機会の充実を図ります。 

また、企業や大学の研究者と連携した探求活動

の実施や海外大学等との遠隔講座など、挑戦意

欲を喚起する機会の充実にも努めます。加えて、

ＩＣＴ教育環境の充実を図るため、来年度末に

更新時期を迎える１人１台端末の整備を行いま

す。 

 いじめ・不登校対策では、登校支援員の配置

充実などの未然防止策の強化に加え、フリース

クールとの連携強化など、一人一人の状況に応

じた教育機会の拡充を図ります。また、令和８

年４月の県立夜間中学開校に向けた教育環境や

教育課程の整備も進めます。 

 ６ページを御覧ください。 

 令和７年度教育委員会予算です。教育委員会

の予算額は、左から２列目予算額（Ａ）欄の上

から３番目にあるように１，１９４億８，５７

９万１千円です。これを右から２列目の６年度

当初予算額（Ｂ）と比較すると、その右の欄に

あるように、額にして３６億１，２４７万２千

円、率にして３．１％の増となっています。 

 内訳は、その上にあるとおり人件費が７億３，

７４０万３千円、率にして０．８％の増、事業

費が２８億７，５０６万９千円、率にして１３．

４％の増となっています。人件費の増は、人事

委員会勧告による給与の引上げに伴う給与費の

増などで、事業費の増は、更新時期を迎える県

立高校の１人１台端末、約２万台ありますが、

この更新、約１４億円を公費により行うこと、

また、南石垣支援学校の移転工事、７億円ほど

の増によるものです。 

 それでは、新しいおおいた共創枠事業を中心

に、主な事業について御説明します。３０ペー

ジをお開きください。 

 一番下の教員確保対策事業費１，２７２万８

千円です。教員を安定的に確保するため、教職

の魅力ややりがいの発信による教員イメージの

向上を図るとともに、県外受験会場の増設など、

受験者の増加に向けた教員採用試験の見直しに

取り組むものです。 

 次に、５３ページをお開きください。 

 一番上、高等学校施設整備事業費３３億６，

８４８万４千円です。老朽化した校舎等の新増

築や大規模改修を行うほか、体育館の空調整備

等を行い、県立学校の教育環境の改善を図るも

のです。県立夜間中学の設置に伴う爽風館高校

の整備経費も、ここに計上しています。 

 次に、５７ページをお開きください。 

 上から２番目、支援学校施設整備事業費２４

億４，１７７万６千円です。第三次大分県特別

支援教育推進計画に基づく施設整備として、南

石垣支援学校の移転先となる旧別府羽室台高等

学校の校舎の改修や大分支援学校の校舎増築等
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を行うものです。 

 ７１ページをお開きください。 

 一番上のいじめ・不登校等対策事業費１億１，

５１４万２千円です。いじめや不登校を未然に

防止するとともに、早期解決や長期的支援を行

うため、教育相談体制の強化や先端技術を活用

した取組を推進するものです。令和７年度は、

これまで中学校に整備してきた校内教育支援ル

ームを小学校にも新たに設置するとともに、中

学校においてもさらなる設置拡大に取り組みま

す。 

 その下のフリースクール連携強化事業費６９

０万８千円です。不登校児童生徒の多様な学習

機会の確保と保護者負担の軽減を図るため、県

が認証したフリースクールへの利用料支援を行

う市町村に対し、助成を行います。また、フリ

ースクールに通う児童生徒に対し、ＩＣＴを活

用した学習支援ツールを提供します。 

 続いて、８１ページをお開きください。 

 下から３番目、県立夜間中学開校準備事業費

２，０９８万３千円です。様々な事情で十分な

教育を受けられなかった満１５歳以上の方の義

務教育の学び直しのため、爽風館高等学校内を

設置場所として、令和８年４月の開校に向け、

教育環境の整備や入学者説明会等を開催するも

のです。 

 ９３ページをお開きください。 

 上から２番目、ＳＴＥＡＭ教育推進事業費３，

０８４万８千円です。先端科学技術分野で活躍

できる人材を育成するため、企業や大学の研究

者と連携して、統計学やデータ整理・分析力の

向上を軸とした取組を行い、生徒や教員のデー

タサイエンス力の向上を図るものです。また、

高校生が宇宙やエネルギー分野に興味を持ち、

挑戦意欲の醸成につながる講座もあわせて実施

します。 

 続いて、９４ページをお開きください。 

 一番上の遠隔教育システム構築事業費６，２

２３万７千円です。県内どの地域においても、

生徒自らの可能性を最大限に伸ばし、多様で質

の高い高校教育を提供できるように、配信セン

ターから地域の普通科設置校、令和７年度は４

校に対し、同時双方向型の遠隔授業を実施しま

す。また、夏休みなど長期休業中の特別授業を

大分市内を含む全ての普通科設置校で実施しま

す。加えて、令和８年度から遠隔授業を開始す

る予定の８校について、受信環境の整備も並行

して行います。 

 続いて、９５ページをお開きください。 

 一番上のおおいたグローバルリーダーズ育成

事業費５，１１７万６千円です。専門的な分野

において、世界と渡り合えるグローバル人材を

育成するため、世界トップクラスの海外大学―

―スタンフォード大学等ですが、英語で行う高

校生向け遠隔講座の実施やＡＩを活用した英会

話指導の授業モデル構築などを進めます。 

 １２５ページをお開きください。 

 一番下の宇佐・国東歴史文化魅力発信事業費

１，６７１万４千円です。文化財を活用し、訪

日外国人等の誘客を図るため、歴史博物館にお

いて、宇佐神宮御鎮座１３００年を契機とした

特別展を開催するとともに、記念講演会や雅楽

の演奏など、文化財について学び親しむきっか

けとなるイベントを実施するものです。 

大友委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入りますが、執行部の皆さん

に申し上げます。答弁は挙手し、私から指名を

受けた後、自席で起立の上、マイクを立てて簡

潔明瞭に答弁願います。 

 事前の通告者が１２名います。 

 それでは、順次指名します。 

堤委員 どうもお疲れ様です。まず１点目、予

算概要２８ページ、教育人事課です。 

 教職調整額が今後５年かけて引き上げていく

方向であり、来年度は１％の引上げとなってい

ます。残業規制について、給特法を残し調整額

のみあたっても、その縮減にはつながらないの

ではないか。その縮減に向けて様々な取組をし

ていますけれども、給特法そのものの見直しこ

そ必要ではないかと思います。これにより、残

業時間が縮減すると考えているのか。また、そ

の財源として、各種手当の削減や廃止がされよ

うとしています。具体的に、どのようなものに

影響が出るのか。また、その影響は金額として
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どれくらいになるのか。 

 ２点目、ＧＩＧＡスクール構想です。 

 デジタル教科書が、今後全ての小中学校の英

語に、一部の小中学校などの小学校５年生から

中学３年生の算数、数学に実施されます。海外

では、一旦導入しても、健康被害と教育効果の

点から、紙の教科書に戻すケースも生まれてい

ます。今回の導入日について、どのような関係

者と協議をし、導入を決めたのか。 

 次に、いじめ・不登校対策です。 

 校内教育支援ルーム設置について、学校には

行けるが、学級に入りづらい子どもたちの居場

所として設置されるが、具体的な支援体制等は

どのようになり、教員の配置はどうなるのか。 

 予算概要８１ページ、夜間中学です。 

 これまでの模擬授業や議論の中で、開講のた

め、いよいよ具体的な準備に入っていきます。

これまでの取組を通じて、夜間中学の必要性は

どこにあり、どのような教育ビジョンを持って

取り組もうとしているのか。また、生徒は２０

人から３０人程度見込んでおり、爽風館高等学

校の空き教室や体育館等などを活用するようだ

が、十分活用できるのか。また、外国籍の方々

への指導はどうなるのか。 

 最後に、人権教育の問題です。 

 部落解放同盟大分支部と大分市幹部の談合癒

着事件が起きました。教育委員会として、部落

解放同盟との関係がありますが、今回の事件を

受けて、部落解放同盟との関係を見直す必要が

あると思いますけれども、どう考えるんでしょ

うか。 

吉雄教育人事課長 教職調整額について、お答

えします。 

 教職調整額の引上げ自体が時間外勤務の縮減

につながるとは考えていませんが、引上げにあ

わせて、学校における働き方改革の一層の推進

を目的とした教員の業務量の適切な管理と健康

・福祉を確保するための計画の策定、公表が義

務付けられるなどとされており、教員の時間外

勤務の一層の縮減に向け、今後とも取り組みま

す。 

 給特法及び教職調整額の在り方については、

今後、国が幅広い観点から諸課題の整理を行う

とことから、国の動向を注視します。 

 教職調整額をはじめとする今回の教員の処遇

改善に伴う県歳出予算への影響額ですが、令和

８年１月から引き上げられる教職調整額が約９

千万円の増となっており、引上げの影響を受け

る退職手当などの各種手当を加えると、約１億

９千万円の増を見込んでいます。また、現在、

給料号給に応じて一律に支給されている義務教

育等教員特別手当の３分の１縮減や多学年学級

担当手当の廃止を行う一方で、学級担任に対し

ては義務教育等教員特別手当の加算を行うなど、

職責や業務負担に応じた給与とする観点から手

当の整理も行われることとなり、これについて

は約２千万円の減を見込んでいます。この結果、

令和７年度県歳出予算への影響額は、約１億７

千万円の増となります。 

小野義務教育課長 デジタル教科書について、

お答えします。 

 デジタル教科書の配備は国の事業の中で行わ

れており、配備する学校は市町村教育委員会の

希望に応じて決定をしています。令和５年度か

ら、英語については小学校５年生から中学校３

年生を対象として全ての学校に配備され、算数、

数学については小学校５年生から中学校３年生

を対象として約５割の学校に配備されています。

来年度も、同様の割合で無償配備される予定で

す。デジタル教科書については、当面の間、紙

の教科書と併用することとなっています。 

 デジタル教科書の教育効果については、例え

ば英語では児童生徒が個人のペースとタイミン

グでスピードを調整しながら音声を聞くことで

理解を深めたり、算数、数学ではアニメーショ

ン機能を使い図形の特徴の理解につなげたりす

るなど、効果的な活用が実践されています。 

 一方で、堤委員御指摘のとおり、健康面にお

いて目の疲れ、姿勢等に影響があるとの指摘も

あるので、採光や照明の管理、画面と目の距離

に留意することなど、使用に際しての留意事項

もあわせて指導しています。 

 今後のデジタル教科書の段階的な導入につい

ては、中央教育審議会の諮問において、教育活
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動における活用の可能性やリスクなど、両面に

目を向けながら進める必要性が指摘されており、

現在、国も議論の段階にあります。県としては、

国の動向を注視し、教育効果や健康面への影響

等を踏まえ、関係課と適宜情報共有しながら学

校を支援していきたいと考えています。 

佐藤学校安全・安心支援課長 いじめ・不登校

等対策事業費に係る校内教育支援ルームについ

て、お答えします。 

 まず、具体的な支援体制についてですが、児

童生徒への支援は、教員ではなく、登校支援員

が教員と連携しながら支援にあたります。具体

的には、学習サポートや相談支援、ＩＣＴ学習

の活用支援、登校支援などを行います。 

 次に、教員の配置についてですが、この事業

による教員の配置は行わず、登校支援員を配置

します。登校支援員は、１日６時間、週４日、

年間３５週の勤務で、教員免許等、資格は特に

求めていません。したがって、登校支援員は、

校内教育支援ルームにおける支援を行うことに

なり、授業は行わないことになります。 

小野義務教育課長 夜間中学校について、お答

えします。 

 昨年度、県内６か所で模擬教室を実施しまし

た。３１人が参加し、学べなかった悔しさが今

も残る、不登校等を経験した方にとって大切な

学校になるといった声が寄せられました。令和

２年の国勢調査の結果によると、本県の未就学

者及び最終卒業者は、小学校の方が９，２８０

人在住しています。また、不登校生徒及び在留

外国人の人数も増加傾向にあるので、学び直し

を必要としている方々は県内に一定数いると考

えられます。これらを踏まえ、昨年３月の総合

教育会議では、義務教育を受けられなかった方

のために夜間中学は必要であるとの結論に至っ

たところです。 

 教育ビジョンについては、昨年１１月に策定

した大分県立夜間中学校設置基本方針の中で、

多様性への配慮、共に学び合う協働性、自分ら

しさを発揮できる自己実現の三つを大切にした

教育理念を掲げています。この教育理念を踏ま

え、来年度に学校の教育目標を定める予定です。 

 爽風館高等学校の活用については、夜間中学

の学習活動と爽風館高等学校の３部制の生徒に

なりますけれども、学習活動はほぼ同じ時間帯

ですが、３部制の生徒は令和６年５月時点で３

６人であり、全ての教室を利用していないので、

双方にとって学習活動に大きな支障はないと考

えています。今後、教育課程の編成等で各教室

の相互利用については、爽風館高等学校と調整

を行う予定です。 

 外国籍の方々への指導については、夜間中学

では日本語の指導が必要な生徒に特別の教育課

程を編成実施することができるので、日本語指

導の授業を重点的に行うコースを設けることや

日本語指導支援員の派遣等も検討していきます。 

首藤人権教育・部落差別解消推進課長 人権教

育について、お答えします。 

 県教育委員会では、法令や規則に基づいて業

務を行っており、法令遵守も徹底しています。

研修の一部委託先でもある部落解放同盟大分県

連合会との関係についても同様であり、今後も

引き続き適正な事業実施に努めます。 

堤委員 人権の関係で、これまでそういう関係

があったのは、当然、今までの議会の中でも明

確だけれども。ただ、今回こういう事件が、や

はり部落解放同盟大分支部と大分市との関係、

同じ団体、市連と県連の違いはあるけれども、

そういう中での今回の事件は、やはり長い間の

談合、癒着、利権、こういう問題がいろいろ入

っているわけで、そこを県としてどのように考

えていくのか。法令遵守しているから云々じゃ

なくて、そういうところの関連性はどうやって

いくのか。きちっとどうやって扱っていくのか

をちゃんとしないと、これは県民に説明はでき

ないと思いますから。そこら辺をどうされてい

るかを再度聞きます。 

 もう一つ、デジタル教科書の関係で、紙と併

用する話だったですね。確かに、いろんな意味

で紙と併用するのはいい。ただ、これはいつま

で続くか分からないですよね。やはり、それが

非常に心配になるんですよね。デジタル教科書

１本ではできないことは、これはもう現場の皆

さんもよく知っていると思うので、それは是非
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紙も推進していくことを一緒にやってください。

これは要望でいいです。 

 あと、支援ルームの設置について、授業は行

わないと言っていたけれども、結局、支援ルー

ムでどういうことをするのかなと。一緒に遊ん

だり、そういう程度なのか。イメージがちょっ

と湧きにくいんですね。だから、子どもと登校

支援員がどういうイメージを持って支援ルーム

に関わっていくのか。その点について、少しお

伺いします。 

首藤人権教育・部落差別解消推進課長 大分市

の官製談合防止法違反の事件については、大変

驚いています。繰り返しになりますが、県では

法令や規則に基づいて業務を行っており、法令

遵守を徹底しています。高圧的な要求などに対

しては、行政対象暴力対策要綱等に基づいて毅

然として組織対応を行い、不当な要求に屈する

ことはこれまでもなく、今後もありません。 

 事件については、大分市の人権行政を担当す

る課が関与していたこともあったので、事実関

係の解明を注視しています。 

佐藤学校安全・安心支援課長 校内教育支援ル

ームの登校支援員の具体的な業務ですが、校内

教育支援ルームにおいて、児童生徒は教員が準

備するプリントをしたり、また本課が準備して

いるＩＣＴ学習教材に取り組んだりしています。

その活動のサポートをする部分があります。 

 また、登校支援、例えば登校時間を教員に確

認して出迎えをしたり、登校した状況を担任に

伝えたりといったこともあわせてやっていくこ

とになります。 
堤委員 登校支援員の待遇は、６時間で週４日、

どういう待遇になるの。会計年度任用職員にな

るの。分かった。 

 同和問題で、法令遵守というのは当たり前。

それは、彼ら市の方も当然そういうことを言っ

てきたわけだな。実際に蓋を開けてみれば、こ

ういう状況だったわけだな。だから、そういう

点からすると、県の教育委員会としても、やは

り同和、部落解放同盟との関係はきちっともう

一遍見直しをする。どういう関係があったのか

をきちっと見直しすることが、やはり大事だと

いうことを強く要求して終わります。 

森委員 よろしくお願いします。 

 まず、予算概要２９ページ、教育庁ワークセ

ンター設置運営事業費の予算額を３か年見てみ

ると、令和５年度が１億３千万円、令和６年度

が２億３千万円、そして来年度が３億４千万円

で、１億円ずつ増えている状況です。現在の雇

用の状況と今後の取組について、お聞かせくだ

さい。 

 続いて、１２３ページ、デジタルを活用した

文化財保存活用推進事業費３，３０４万７千円

について、令和６年度からの事業ですが、これ

までの成果と今後の取組を教えてください。 

 続いて、戻りますが予算概要９４ページ、県

立高校未来創生事業費５，７３８万７千円のう

ち、全国募集に要する経費３，３７４万４千円。

前年度が１，６５３万８千円となっており、事

業費が倍増しています。全国募集に要する経費

ですが、その使途と全国募集による近年の入学

者数について伺います。 

 続いて、予算概要１３２ページ、県立学校給

食費無償化事業費３，７９６万１千円及び前の

ページにある学校給食費６，１３３万２千円に

関連して、質疑します。 

 令和４年度大分県学校給食の現状という報告

書がありますが、それを見ると、県内の公立中

学は、大分市内１校、これは在校生が１３名で

すが、公立中学ではこの１３名分がミルク給食、

要するに牛乳給食のみです。ほかの全ての県内

の公立学校は、完全給食となっています。一方、

県立中学校である大分豊府中学校在校生３３３

名分は、ミルク給食のみです。学校給食無償化

に各自治体が取り組む中、県立中学校の豊府中

学校における完全給食を望む声などがあると思

いますが、それを把握しているのかどうかと今

後の対応について伺います。 

 最後に、予算概要１３４ページ、学校部活動

改革サポート事業費１億３１９万７千円です。 

 スポーツ庁は昨年１２月１６日、地域スポー

ツ・文化芸術創造と部活動改革に関する実行会

議において、中間取りまとめの内容を公表しま

した。これまで地域移行としていた表現を地域
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展開に変更し、次期改革期間内の令和８年度か

ら１３年度までに、原則全ての学校部活動にお

いて地域展開の実現を目指すとしていますが、

スポーツ庁のこの方針に対する評価と今後の大

分県における取組について伺います。 

吉雄教育人事課長 教育庁ワークセンター設置

運営事業費について、お答えします。 

 この事業は、教育庁ワークセンターや県立学

校等において、障がい者である会計年度任用職

員を任用し、障がい者雇用の促進を図っていま

す。関係法令の改正により、障がい者の法定雇

用率は令和５年度の２．５％から段階的に引き

上げられており、令和６年度からは２．７％、

令和８年７月以降は２．９％となります。法定

雇用率の引上げ等を受けた雇用の現状について、

令和６年度は教育庁ワークセンターや県立学校

等での会計年度任用職員の雇用者数を昨年度の

７３名から９０名に拡大しており、これに正規

雇用等の障がい者１０８名を合わせた雇用者数

は１９８名、雇用率にして２．８８％となって

おり、法定雇用率を達成しています。 

 今後の取組についてですが、令和７年度は会

計年度任用職員の雇用者数を１２１名に拡大す

ることとしており、これに伴い、教育庁ワーク

センターのスタッフも６名から８名に拡大しま

す。また、障がい者スタッフの職場定着を図る

ためには、スタッフ等からの相談対応、スキル

アップ支援、職場での業務の切り出しや合理的

配慮に関する指導、助言も重要なことから、定

着支援を行うワークマネジャーについても、新

たに四つの教育事務所に各１名を配置し、１１

名体制とするなど支援体制の強化を図ります。

こうした取組により、障がい者である職員が安

心して働くことのできる職場環境を構築し、障

がい者雇用のさらなる促進を図っていきます。 

三重野文化課長 デジタルを活用した文化財保

存活用事業費について、御説明します。 

 まず、令和６年度の主な実績です。文化課と

所管する３施設で実施しました。まず、埋蔵文

化財センターにおいては、雄城台遺跡の竪穴住

居や巴形銅器の３Ｄ画像の作成や、それらを活

用した展示を行いました。歴史博物館では、宇

佐神宮の呉橋の擬宝珠の３Ｄレプリカを宇佐産

業科学高等学校や宇佐高等学校美術部員と連携

して作成しました。先哲史料館では、大友氏関

係の古文書のデジタル化や九重町、豊後大野市

犬飼町の小学生と地域の魅力を紹介する動画作

成を行いました。文化課は、神楽の全方向動画

作成や神楽研修会の支援を行い、あわせて大分

県民俗文化財連絡協議会を開催し、民俗文化財

の課題解決に努めています。３Ｄ画像等につい

ては、昨年度開設し、今年度から公開を始めま

した。デジタル技術で大分の歴史や文化の魅力

を体感できるＷｅｂサイトおおいた文化財ずか

んなどで公開を進めています。 

 今後の予定ですが、埋蔵文化財センター、歴

史博物館、先哲史料館では、文化財の３Ｄ画像

やレプリカ作成、資料のデジタルとそれらを活

用した展示を実施していく予定です。また、文

化課は、神楽の研修会の支援を継続して行うと

ともに、新たに風流の動画作成や研修会の支援、

大分県民俗文化財連絡協議会の開催を実施しま

す。今後も、デジタルを活用して、文化財の保

存と活用を積極的に進めたいと思っています。 

小野高校教育課長 県立高校未来創生事業費に

ついて、全国募集に係ることで、御質疑いただ

きました。 

 まず、全国募集に要する事業経費については、

県外での説明会や動画の作成、リーフレットや

Ｗｅｂサイトなど広報に要する経費として２，

３０６万６千円となっています。これを昨年度

中に、日田林工高等学校が新たに全国募集を公

表したこともあり、そこも含めたものです。ま

た、地域資源をいかした学習活動の授業の構築

等に関わる経費として１，０６７万６千円とな

っています。 

 次に、全国募集による近年の入学者数につい

て、お答えします。 

 この３年間で見ると、令和５年度入試は、全

国募集３校で５名でした。この３校と言うのは、

久住高原農業高等学校、国東高等学校、安心院

高等学校です。令和６年度入試は、全国募集３

校で１３名、令和７年度入試では、全国募集、

今申した３校では１８名、そして新規の日田林
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工高等学校が１名でしたので、４校で１９名と

なっています。 

 なお、令和７年度の本年度入試は、まだ２次

入試が終わっていない段階なので、３月１４日

時点の数になっています。 

佐保体育保健課長 大分豊府中学校における完

全給食について、お答えします。 

 現在、ミルク給食を実施している大分豊府中

学校において、完全給食を望む声があることは

当課も承知しています。大分豊府中学校で給食

を実施するには、まず、単独調理場を設置する

必要があり、そのためには敷地を確保しなけれ

ばなりません。敷地の確保が難しい場合は、大

分市の給食センターからの提供についての検討

も考えられます。また、現在、大分豊府中学校

では、大分豊府高等学校の教員が授業を行った

り、高等学校と合同で行事を実施したりしてい

ることから、中学校と高等学校の時間割を合わ

せており、給食を実施するとなると、別に準備

や片付けの時間が必要となります。 

 こうしたことから、現状と課題を整理すると

ともに、必要に応じて保護者等の声を伺いなが

ら、実施が可能かどうか研究したいと考えてい

ます。 

鈴木教育改革・企画課長 学校部活動関係につ

いて、お答えします。 

 さきほど御指摘いただいた事業については、

体育保健課の事業ではありますけれども、文化

部活動も含む部活動改革については全庁を挙げ

て取り組んでいるので、私から代表してお答え

します。 

 まず、スポーツ庁の方針に対する評価ですけ

れども、国の実行会議の中間まとめでは、さき

ほどお話しいただきましたけれども、地域移行

という表現が地域展開に改められ、単に、これ

まで学校部活動として行われてきた活動を地域

で行うのではなく、地域全体で活動を支え、部

活動の教育的意義を継承、発展させながら、新

たな価値を創出するという趣旨が明確化されま

した。また、新たに休日の地域展開の目標期限

が示されるなど、今回の中間まとめは、関係者

の理解促進、また自治体間の進捗格差の解消に

向けて一定の意義があるものと捉えています。 

 本県においては、これまで県独自の補助事業

や指導者の確保に向けた人材バンクの設置など、

各市町村の地域移行が円滑に進むよう支援を行

ってきましたが、進捗に遅れが見られる自治体

もあります。そのため、県教育委員会としては、

来年度、これまでの取組に加えて、新たに大学

生等を対象とした指導者の養成に取り組むなど、

市町村の取組に対する支援を強化することとし

ています。また、来年度は、これまでの改革推

進期間の最終年度なので、全ての市町村が円滑

に取組を進められるよう、市町村へのヒアリン

グ等を通じて、実態を丁寧に把握しながら、県

の方針の見直しにも取り組んでいます。 

森委員 ありがとうございました。 

 まず、障がい者雇用の関係ですけれども、人

数が増えていくことは好ましいと思いますが、

それに今、職場の働く環境整備が追いついてい

るかもきちんと見ていく必要があると思います。

以前から課題にしている教育委員会のある別館

と本館の歩道橋は、雨の日、ワークセンターの

職員が車椅子で横断しているのを見たこともあ

ります。そういった働いている方の環境整備に

ついても、今後、教育委員会の中でも考えてい

ただきたいと思います。 

 民俗文化財を含む文化財のデジタル化につい

て、三重野文化課長に率先して進めていただき

ました。引き続き、この技術の活用等を引き継

いでいただければと思っているので、よろしく

お願いします。 

 全国募集の件ですけれども、今、実績のある

人数が多いのか少ないのかは別にして、しっか

りと予算がこれだけ組まれているので、もっと

積極的な取組が必要じゃないかと思っています

ので、よろしくお願いします。 

 大分豊府中学校の完全給食化について、今、

大分市の給食センターの活用とか、時間割の見

直しとか、いろいろ課題があるかと思いますが、

やはり遠くから通っている生徒、またその弁当

作りが大変な御家庭もあると聞いています。今、

在学中の３３３名分の学校給食についてですけ

ども、そのあたり、家庭の事情も考えていただ
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くことが大事と思いますので、よろしくお願い

します。 

 部活動改革については、引き続きよろしくお

願いします。 

清田委員 予算概要書５３ページです。高等学

校施設整備事業費のうち、体育館空調設備整備

についてです。 

 令和６年度から、特別支援学校と避難所指定

の体育館も優先的に順次整備されていると認識

していますけれども、令和６年度から令和７年

度の整備計画に対する進捗状況をまず１点お伺

いします。同時に、令和６年度から令和７年度

で未着手となっている施設の令和８年度以降の

整備方針についても伺います。 

深藏教育財務課長 体育館空調設備整備の進捗

状況について、お答えします。 

 県立学校の体育館の空調については、児童生

徒の熱中症対策や災害時における避難所の環境

改善を目的に、今年度から特別支援学校、中学

校、避難所として利用される高等学校の第１体

育館を優先して整備を進めています。当初は、

令和６年度に２２校、令和７年度に１９校、２

か年で計４１校について発注予定でしたが、効

率的な予算執行に努めた結果、一部事業の前倒

しが可能になったことや避難所指定の体育館が

増えたことなどにより、令和６年度に２６校、

令和７年度には２１校の計４７校を発注する見

込みです。令和６年度分については４校が設置

を完了しており、残る２２校についても、今月

末までに工事発注を終える予定です。また、令

和７年度の２１校については、令和７年度末ま

でには整備を終える予定です。 

 次に、御質疑いただいた未着手となっている

施設の令和８年度以降の整備方針については、

児童生徒の熱中症対策を考えると、まずは第１

体育館に未整備の高等学校９校について早期の

設置を行いたいと考えています。また、柔剣道

場や多目的体育館などについても、設置の考え

方を整理する必要があります。施設の長寿命化

対策や特別支援学校の再編に多額の事業費が必

要となる中ではありますが、引き続き、財政当

局とも協議をしたいと思います。 

清田委員 ありがとうございます。前倒しで順

調だと、今認識しました。 

 未着手部分の令和８年度以降のことですけれ

ども、是非、県内どこにいても同じ環境で学び

の場を提供する観点からも、空調設備があると

ころとないところと不公平が生まれないように、

令和８年度以降も計画どおりしっかり整備を進

めていっていただきたいと思いますので、よろ

しくお願いします。 

玉田委員 私は、予算概要９４ページ、遠隔教

育システム構築事業費６，２２３万７千円につ

いて、３点お伺いします。 

 一つは、事業概要と予想される効果について。

これは、さきほど山田教育長から説明があった

ので、また追加であれば求めたいと思います。 

 ２点目が、２０２６年度の遠隔授業受信校８

校の選定理由、なぜ８校なのかということ。 

 それから、２０２６年度までに遠隔授業が実

施されない高校、普通科がある１２校、今後の

遠隔授業の見通しについて伺います。 

小野高校教育課長 遠隔教育システム構築事業

費について、大きく３点について御質疑いただ

きました。 

 １点目です。まず、概要についてですが、令

和３年度から専門科目を中心に行ってきた学校

間連携による遠隔授業に加えて、拠点となる遠

隔教育配信センターから地域の普通科設置校に

向けて、２校合同での遠隔授業を実施するもの

です。また、遠隔授業に加え、長期休業中の特

別授業など、遠隔による学習支援の両輪による、

いわゆる大分モデルを構築するものです。 

 効果については、この大分モデルの構築によ

り、県下全域で幅広い生徒が遠隔教育を受講で

き、学びの多様化につながる点。また、習熟度

別授業により、生徒一人一人の理解度も高まり、

特に地域の高校では生徒の多様な進路実現にも

つながるため、学校の魅力の向上が一層図られ

る効果も期待しています。 

 ２点目です。受信校の選定理由に係る内容で

御質疑をいただいています。まず、令和７年度

から順次開始する導入校については、普通科単

独校を優先し、かつ地域バランスを考慮するこ
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となどにより、総合的に考えて決定をしました。

御質疑の令和８年度開始の８校については、普

通科単独校に加え、他学科を含む普通科設置校

も対象とし、かつ地域バランスを重視し、設定

をしています。 

 ３点目です。今後の見通しですが、令和９年

度には５校に導入する予定で、この段階で大分

市を除く地域の全ての普通科設置校に導入され

ることになります。あわせて、県内全域の普通

科等設置校を対象に、遠隔による生徒への学習

支援については、その一部を令和７年度から実

施することとしています。 

玉田委員 よく分かりました。ありがとうござ

います。 

 これを聞くのは、昨年の県の教育委員会での

予算編成から今に至るまで、状況が変わってき

たのが、高等学校の授業料無償化の問題だと思

っているからです。特に、年明けからこの間、

所得制限の撤廃等があり、２０２５年、２０２

６年に撤廃されるということで、今先んじてし

ている大阪府でいくと、どうやら全日公立校の

約半数が定員割れの状況になっている報道もあ

るので、こういう状況になる前に、やはり整備

しておく必要があると考えています。そういう

意味では、令和８年度に８校ではなくて、さき

ほど小野高校教育課長からお話があったように、

令和９年度の分ももうここで加えないと、やは

り定員割れがまた深刻になってくると思ってい

ます。 

 その辺、これから諸般の状況を勘案しながら

判断されると思いますけれども、先般、我々の

会派の原田議員の代表質問の中で、全県一区よ

りも高等学校それぞれの魅力化が大事だと山田

教育長は答弁されました。それぞれの高等学校

が魅力化を発揮するためには、それぞれの高等

学校の基盤が同じでなければ魅力化につながら

ない、魅力化になかなかいけないと思っていま

す。 

 そういう意味で、これは今年になって状況が

随分変わったということで、是非８校プラス５

校なり、大分市も含めて、そういう判断は必要

じゃないかと思いますけれども、いかがでしょ

うか。 

小野高校教育課長 御質疑、ありがとうござい

ます。 

 まず、この御質疑に対しては、遠隔教育の準

備、導入、そして今後ということで答弁をした

いと思います。 

 まず、準備の段階ですけれども、他県でも同

じように、この状況を踏まえて、遠隔教育に取

りかかる県もあります。その中で、やはり学校

現場での調整も含めて、機器の設備、整備も含

めて、非常に時間かかるということで、ほとん

どの場合は２年をかけて、複数年をかけて準備

をしていくということですけれども、大分県は、

１年間かけて、本年度準備を加速して進めたと。

これも、皆様に予算を認めていただき、その予

算をもって１年間かけて進めてきた経緯があり

ます。 

 また、導入については、１番大きな問題がや

はり教員の配置になると思います。玉田委員も

御承知と思いますが、センターには専任職員が

つきますけれども、高校標準法の定数外なので、

そうなると、現場から定数を減じながら、配信

センターに配置をしていくことになります。１

度に多くの高校に導入すると、当然、配信セン

ターの教員も数が必要になり、そうなると、現

場からかなりの数が減ってしまうという理由が

あり、段階的、計画的に導入したということも

あります。その上で、さきほど申した地域バラ

ンス等を考えながら、入れていくことになりま

す。 

 そして、今後についてですけれども、三重総

合高等学校をはじめ、令和９年度導入校につい

ては、待ってくれということだけではなくて、

次年度に入りもう早速準備を進めたいと思って

います。開始年度から確実な実施に向けて、早

速学校と協議を始めて、学校の教育課程にも関

わることで、学校現場にとっても変化というよ

りも変革になると思うので、時間をかけて丁寧

にしっかりと進めたい。そして、次年度は機器

整備をしっかり行い、１学期中には、三重総合

高等学校を含めて、受信環境を整えたいと考え

ています。 
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 そうしたことで、この夏から始まる長期休業

中の特別講座、特別授業やオンデマンドを活用

した動画の利用も活用できると考えているので、

そういったところを利用していただき、より多

くの生徒に遠隔授業、遠隔教育を受けていただ

きたいと感じていますので、よろしくお願いし

ます。 

玉田委員 ありがとうございます。よく分かり

ます。ただ、私が申し上げているのはスピード

感の問題であり、例えば今度、令和８年度スタ

ートの８校についていうと、別府鶴見丘高等学

校、中津南高等学校の１次入試の倍率が１を超

えているだけで、あとは全部１を割っています

ね。今度、その後、残る１２校を見ると、大分

市では大分東高等学校が０．４５で、残りは別

府市、大分市が全部１を超えています。中津市

も超えています。中津南高等学校耶馬渓校が０．

３８、由布高等学校が０．５３、津久見高等学

校が０．３９、そして三重総合高等学校が０．

４３と、０．５を割っている状況です。ここに

２年間という時間をかけて、やっていく間にど

ういうことが起こるかを我々もやはり地域の間

近にいて見ているわけですから、もうこれ以上

はここではやり取りしませんけれども、是非検

討をよろしくお願いしたいです。 

猿渡委員 大変お疲れ様です。私は、予算概要

７１ページのいじめ・不登校等対策事業費、同

じページのフリースクール連携強化事業費、ス

クールカウンセラー活用事業費、スクールソー

シャルワーカー活用事業費について、質疑しま

す。 

 どれも拡充をされるということで、大変あり

がたい、よかったなと思っています。フリース

クールの利用料に対する支援も求めてきた経緯

もあり、感謝したいと思います。 

 いじめ・不登校等対策事業費、さきほど中身

について具体的な説明をいただいてイメージで

きたんですけれども、この配置は、１校に１人

の配置でいいんでしょうか。１人が掛け持ちで

いくつかの学校ということなのか、その点を教

えていただきたいのと、フリースクールの利用

料への助成については、上限１万５千円までで

市町村の補助額２分の１を助成するとのことで

すが、来年度、見込みの対象市町村、想定のフ

リースクールの箇所数と何人に助成をするのか、

人数の想定を教えていただきたい。 

 それと、その認証するフリースクールに対し

てですけれども、認証するところに助成が得ら

れると、助成が得られないところはやはり認証

が受けられるようにしていこうとなると思うん

ですね。それは、質の向上の面でもいいことだ

と思います。認証するフリースクールが増えた

場合、年度の途中からでも補助を受けられるべ

きではないかと思いますが、その点はどのよう

に考えているのか。 

 あと、スクールカウンセラー、スクールソー

シャルワーカーについて、この方々は会計年度

任用職員かと思いますけれども、賃金などの待

遇の状況がどのようになっているのか。これも

人数が増えるということでありがたいと思いま

すけれども、月収にしたらどの程度の月収にな

るのか、賃金アップをはじめ、待遇改善が必要

ではないかと考えますけれども、どうでしょう

か。 

佐藤学校安全・安心支援課長 ３点御質疑いた

だきました。 

 まず、１点目の登校支援員の配置についてで

すが、猿渡委員御指摘のとおり、１校１名の配

置になります。 

 次に、２点目のフリースクール利用料支援に

ついてです。今年度から別府市、日田市の２市

で事業を既に実施していますが、他の市町村に

おいても同様に取り組んでいただけるように、

現在お願いをしてます。 

 また、想定の箇所数と人数についてですが、

現在県が把握しているフリースクールは２２校

ありますが、そこは全て支援対象になるのでは

ないかと想定しています。また、昨年８月末時

点でフリースクールに通う児童生徒は１２４名

と把握しており、県内の就学支援等の状況を勘

案すると、対象者は３０名ぐらいになると見込

んでいます。 

 認証するフリースクールが増えた場合の対応

ですが、年度途中でもフリースクールから認証
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申請があれば、認証基準にのっとって対応して

いきます。 

 最後に、３点目のスクールカウンセラーやス

クールソーシャルワーカーの待遇についてです

が、スクールカウンセラー、スクールソーシャ

ルワーカーは共に会計年度任用職員として採用

しており、スクールカウンセラーは、資格を持

った者は時給４，３５０円、準ずる者は２，６

４０円、スクールカウンセラーは３，２８０円

となっています。月給ベースで見ると、スクー

ルカウンセラーが週３日勤務する場合は月額で

２６万６，４３８円、スクールソーシャルワー

カーは１８万３，６８０円となります。しかし、

スクールソーシャルワーカーは週２回勤務です。

報酬単価については、これまでも増額してきて

おり、来年度の改善は予定していません。 

猿渡委員 ありがとうございます。 

 登校支援員については、今回、小学校にもで

き、中学校も５４校に増えるということであり

がたいんですけれども、これでも対応できない

というか、まだ学校現場からは要望があるので

はないかと思いますけれども、その点の状況が

どうなのか。 

 それと、フリースクールの利用料助成、年度

途中からでも対応するということでありがたい

と思います。よろしくお願いしたいと思います。 

 それと、スクールカウンセラーの場合、公認

心理師の資格を持っている人がかなりいるとい

う答弁が以前にあったわけですけれども、公認

心理師は大学院を出たり、実務経験を積んだ上

で国家試験に合格したりする必要がある資格で、

また大変重要な難しい仕事でもあるので、さら

に待遇の改善が必要ではないかと思いますが、

今後に向けて考えていただきたいと思います。

３点目は要望で、２点について、再質疑したい

と思います。 

佐藤学校安全・安心支援課長 まず、中学校の

校内教育支援ルームですが、校内教育支援ルー

ムの設置の効果は非常に高く、できるだけ多く

の学校に設置したいとは考えていますが、設置

にあたっては一定の基準が必要と考えています。

全ての学校への設置は困難ですが、その他様々

な支援策により、不登校児童生徒の支援に努め

たいと考えています。（「１点でよいです」と

言う者あり） 
原田委員 予算概要８０ページの子どもの学び

をつなぐＩＣＴ活用推進事業費について、質疑

します。 

 この中では、中山間地の小規模校の免許外教

科担任を支援するために、小規模校で遠隔授業

をやっていくことを書かれています。これまで

も、例えば定数の関係で、技術の教員がいない

学校に対して、遠隔授業をしてきた話も聞いた

んですけれど、これからどうやっていくのか。

さきほどの高等学校の遠隔授業の話がありまし

たけれど、今回のこの予算は約３００万円で、

専門室ももちろんないでしょうから、どういっ

た形で、例えば同じ市町村単位、教育事務所下、

まさか県下全体ではないと思っているんですけ

れど、どうやるのか、ちょっと説明をお願いし

たいと思います。 

 それから、予算概要８１ページの県立夜間中

学開校準備事業費です。 

 これについては、さきほど堤委員が質疑され

たので分かりました。今回、これを開設するに

あたって、いろんな方が参加されると思うので、

教育課程の編成は本当に難しいなと思っていま

す。設置基本方針では、３学年３学級と書いて

います。これは、１学年１学級という意味と思

ったんですけれど、弾力的にもっともっと分け

てやっていくことが必要と思っています。 

 質疑ですが、これから入学希望者の募集開始

時期と今後のスケジュール、是非教えていただ

きたいと思います。 

小野義務教育課長 質疑ありがとうございます。 

 それでは、まず１点目の小規模校の遠隔授業

について、お答えします。 

 二つの取組を実施します。一つ目は、中学校

プログラミング事業の取組です。中山間地域の

小規模校等で、免許外で技術家庭科の技術分野

を教えている中学校を支援するため、大分大学

の教授等が遠隔システムを活用してプログラミ

ング授業を行っていきます。令和６年度は、県

内８校で実施しました。令和７年度は、引き続
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き中学校におけるプログラミング事業を実施す

るとともに、さらに希望する小学校に対しても、

遠隔システムを活用したプログラミング授業を

実施する予定です。 

 次に、二つ目の中山間地域の日常的な遠隔学

習の取組についてです。 

 本県には、全校児童３０名以下の小中学校が

６０校ほどあります。小規模校の児童生徒の学

習の幅を広げ、協働的な学びの充実を図るため

の支援を行っていきます。令和６年度は、竹田

市教育委員会の協力の下、小規模校４校を遠隔

システムでつなぎ、国語や外国語の授業を実施

してきました。令和７年度は、小規模校を多く

抱える自治体をモデル地域に指定し、継続的な

交流事業及び協働的な学びの充実に向け取り組

んでいきたいと考えています。 

 次に、夜間中学校の開校準備について、お答

えします。 

 開校に向けた取組として、シンポジウムを開

催する予定です。シンポジウムは、６月３日に

ホルトホール大分で熊本県立ゆうあい中学校の

校長と生徒２名をゲストにお呼びして、パネル

ディスカッションを行う予定です。加えて、県

内６か所で入学者説明会や希望者との個別面談、

そして対面とオンライン両方による体験教室を

実施する予定です。また、各種ＳＮＳ、メディ

アを活用し、取組の進捗や情報発信をしていき

ます。 

 なお、現時点でも、校名を広く一般の方から

募集しています。開校に向けた環境整備として

は、教材備品の整備や職員室の改修等を行う予

定です。入学してくる生徒についてですが、令

和５年度に実施した模擬教室では、３０代から

８０代の方が夜間中学校に通いたいと希望をし

ていたので、幅広い年齢層を想定しています。

また、本県では在留外国人が増加しているので、

外国人の入学も想定しています。 

原田委員 よく分かりました。ということは、

募集開始は、６月のシンポジウム以降でいいん

ですか。 

小野義務教育課長 募集開始ですが、まず、６

月のシンポジウムで県内に広く周知して、具体

的には７月から８月にかけて、県内６か所、全

部で７会場ですけれども、入学者説明会をしま

す。まず、入学を希望する方に、夜間中学校と

はどのような学校なのかをまずよく理解してい

ただいて、個別に丁寧に面談を行った上で、入

学を決めていただこうと考えています。具体的

には、２月、冬場にももう一度、２回目の入学

者説明会を行う予定にしているので、じっくり

丁寧に説明しながら、入学者を募集していきた

いと考えています。 

中野委員 まず、予算概要２２ページの大分県

公立学校情報機器整備基金事業費について、質

疑します。 

 本事業は、昨年第１回定例会において基金条

例を制定し、文部科学省からの基金造成経費を

積み立て、取り崩しながら、令和１０年度まで

に１人１台端末と入出力装置の更新を行う事業

とされています。基金条例の制定について審査

した当時の文教警察委員会に示された資料によ

れば、令和７年度の１人１台端末の更新に要す

る経費は２５億９，３２５万円とされています

が、当初予算案では２７億６１１万６千円が計

上されています。また、先に議決した令和６年

度の補正予算第６号では２億３，７５３万１千

円が増額されています。計画では、令和７年度

が最も更新が進む年度となっているので、これ

までの進捗状況と今後の整備見通しについて伺

います。 

 続いて、予算概要９４ページ、県立高校未来

創生事業費について、伺います。 

 本事業については、さきほど森委員から質疑

された全国募集に要する経費、学科・コース改

編に要する経費、コミュニティ・スクールに要

する経費の三つから構成され、令和７年度当初

予算５，７３８万７千円が計上されています。

前年度との比較では１，３０８万６千円の減額

となっていますけれども、それぞれ三つの内訳

といいますか、計上額も大きく変わっています

ので、その理由をお示しください。 

内田教育デジタル改革室長 それでは、大分県

公立学校情報機器整備基金事業費について、私

から１人１台端末の更新の状況、これまでの進
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捗状況と今後の整備見通しについて、お答えし

ます。まず、基金による１人１台端末の更新に

ついては、県が市町村と共同調達を行っており、

市町村の事務負担軽減及びボリュームディスカ

ウント――スケールメリットが大きくなること

により、財政負担の軽減が見込まれています。 

 今年度の更新状況については、４市町、大分

市、豊後高田市、杵築市、九重町で合計１万９

８台の調達を行っています。令和７年度につい

ては１７市町、これは玖珠町と姫島村を除く１

７市町になりますが、この市町に本県を加えた

１８自治体で計７万２，５６７台の整備を予定

しています。この台数については、今回の更新

を予定している全台数の約７９．８％、８割弱

になります。 

 令和８年度以降については、まず令和８年度

は、県と七つの市町村、合計台数が３，８１０

台、基金の利用額については１億４，０３７万

３千円です。令和９年度については、県と４市

町、合計台数は２，００１台、基金の予定額に

ついては７，３３７万円です。令和１０年度に

ついては、県と５市町、合計台数は２，５０９

台、基金の利用予定額は９，１９９万７千円と

なっています。 

 なお、入出力支援装置については、令和７年

度のみの調達を行う予定であり、現時点では令

和１０年度までにほかに更新の予定はありませ

ん。 

 また、予算額の増額については、本基金の条

例制定以降に調査を行いました。この結果、令

和７年度に更新対象となる端末が増加したこと

等により、令和７年度予算は端末の更新経費を

増額しています。令和６年度は、令和７年度の

更新のための基金額の積立額が増額となってい

ます。 

 １人１台端末の更新については、関係市町村

教育委員会と連携して、着実に更新を行ってい

きたいと考えています。 

小野高校教育課長 県立高校未来創生事業費に

ついて、御質疑いただきました。 

 まず、学科コースの改編です。 

 前年度と比較し３，１２７万５千円の減額と

なっています。令和６年度は、土木系人材、半

導体人材、ＩＴ人材の育成に係る学科での機器

整備等を計上しました。そのうち、令和６年度

までに、土木系人材及び半導体人材の育成を目

的とした大分工業高等学校の機器整備が完了し

ました。その分の３，７０８万８千円が減額と

なっています。また、ＩＴ人材育成に係る情報

科学高等学校、津久見高等学校については、令

和７年度も継続して実施します。 

 その他、大分東高等学校の農業系学科の機器

の整備３９５万４千円や物価高騰等による増額

１８５万９千円、これらの相殺により、相当額

の減額となっています。 

 全国募集については、さきほどと少し重なり

ますけれども、前年度と比較して１，７２０万

６千円の増額となっています。令和６年度は、

全国募集３校の広報費を計上していました。令

和７年度は、今年度全国募集導入を公表した日

田林工高等学校を含めて、全国募集の実施校の

県外での説明会や広報に要する経費が増額とな

っています。例えば、魅力を発信する動画の作

成、あるいはＷｅｂサイト等の広報費です。 

 最後に、コミュニティ・スクールについてで

す。前年度と比較して９８万３千円の増額とな

っています。令和６年度は、設置校６校の実施

運営費を計上していました。令和７年度から新

たに３校、津久見高等学校、三重総合高等学校、

日田林工高等学校に設置します。この拡充によ

る委員及び講師への謝金等に要する経費が増額

となっています。 

中野委員 タブレット端末の更新ですけれども、

この事業は国の補助も活用して、また歳入の審

査の際に、財産収入について質疑をしましたけ

ども、更新前のタブレット端末の売却収入があ

り、それを更新経費の事業費に充当する答弁を

いただきました。答弁にあったように、県を中

心とした市町村との共同調達なので、計画的な

推進とともに一層の効率的な推進もお願いをし

たいと思います。 

 また、高校の未来創生については、答弁でも

あったように、私の地元の日田林工高等学校が

今年の入学試験から全国募集を開始し、新年度
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からコミュニティ・スクール、学校運営協議会

を設置することが決まっています。コミュニテ

ィ・スクールが学校の魅力づくりを支える取組

となることを期待し、また応援もしていきたい

と思います。 

 そして、日田市の来年度の当初予算案に目を

通したところ、新規事業として、林業高校サポ

ート事業費２６９万円が現在開会中の市議会に

提案されています。全国募集を開始した日田林

工高等学校の林業科の活性化、魅力向上とその

発信を支援する内容です。要望した地元の努力

はもちろんですが、教員の適切な採用や配置な

どについては、県の力強い後押しが必要です。

今後とも、県と市が連携した取組となるように

期待をし、またお願いします。 

守永委員 ありがとうございます。１点通告を

しており、予算概要７１ページのフリースクー

ル連携強化事業費についてですが、さきほど猿

渡委員から質疑があった内容と前半は類似して

いますが、ちょっと確認をしたいです。 

 フリースクールの数やフリースクールに通っ

ている児童生徒数を把握しているかと思って、

それをお尋ねしたんですが、さきほど猿渡委員

の質疑に対する答弁で、２２校と１２４名の利

用者という数字を回答されたんですけれども、

これは、別府市、日田市の２市における数字で

しょうか。全県下の数字を把握されていれば、

その状況を教えていただきたいと思います。 

 また、この予算概要に連携強化を進める事業

がありますけれども、フリースクールの開設に

ついての助成事業はあまり聞かないんですが、

新たな開設にあたっての助成といった事業は、

どこがすべき取組と考えているでしょうか。 

佐藤学校安全・安心支援課長 フリースクール

連携強化事業費について、お答えします。 

 まず、フリースクールの数と通っている児童

生徒数についてですが、さきほどお答えしたフ

リースクール２２校、それから通っている子ど

も１２４名は、県が把握している県下全ての数

字です。 

 次に、フリースクール開設に係る助成事業に

ついてですが、国において、フリースクールは

法的規制や行政上の指導監督に服することなく

自由に設置、運営されるべきものであることか

ら、直接支援は困難という見解を示しています。

したがって、本県も、フリースクールに対する

直接支援を行うということについては、慎重に

対応すべきものと認識しています。 

守永委員 ありがとうございます。 

 さきほどの数字が大分県下全体での数字とい

うことですけれども、そうした場合に、別府市、

日田市がこの助成事業を使っていることだった

ので、この２２校のうち何校が支援に関わる助

成金を、どちらに支払っているかによるんです

けれども、何校ぐらいその事業に関わるとみて

とればいいのか、内容が分かれば教えていただ

きたいと思います。 

 それと、設置の補助事業については、自由に

開設できるということで、別に不登校の子ども

たちを受け止めるだけの目的のものじゃないと

いう判断と思いますが。ただ、不登校に悩む親

御さんの支援のためにフリースクールをつくっ

ていこうと思いながら、何の助成事業もない中

で、設置したくても設置できない方々の声をよ

く聞くので、慎重に考えるのは大事ですけれど

も、何らかの形で支援する手法を慎重にさらに

前向きに考える必要があると思いますが、いか

がお考えでしょうか。 

佐藤学校安全・安心支援課長 フリースクール

の支援についてですが、県が把握しているフリ

ースクールの２２校について、現在、通ってい

る子どもは、出席の状況等にもよりますが、全

て学校における出席という取扱いになっていま

す。したがって、そういった現状も考えれば、

今、私どもが把握している２２校については、

もちろん、フリースクール本体が認証の申請を

することが前提になりますが、現状で考えれば、

２２校は認証できると推計しています。 

 それから、認定の部分ですが、設置に関する

支援はなかなか困難と思っていますけれども、

設置した後に、認証で申出があることも考えら

れると思っています。認証基準については、も

ちろん質の確保という観点もありますけれども、

児童生徒にそれぞれのフリースクールがこうい
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う形で取り組んでいただきたいことをまとめた

ものです。したがって、認証で申出があったフ

リースクールについては、しっかりと認証に向

けて支援していきたいと思いますし、丁寧かつ

慎重に対応を進めていきたいと考えています。 

守永委員 さきほどの答弁、趣旨は分かったつ

もりではいるんですけれども、２２校のフリー

スクールが大分県下全域にある学校ですよね。

この事業に取り組むのは、別府市と日田市だけ

ですよね。大分市のフリースクールに対象者が

通っていることはないと思うんです。ですから、

ある意味で、別府市、日田市内のフリースクー

ルの数がいくつあるんだろうかと疑問を持った

わけなんです。その辺の所在については、今の

答弁が返ったときに、明らかにすることが児童

の不利益につながるような雰囲気も感じたんで

すけれども、もしそういう趣旨であれば、詳細

を話すことはできないでしょうけれども、その

辺、どう捉えられているのか、教えていただき

たいと思います。 

佐藤学校安全・安心支援課長 お答えします。 

 フリースクールに通っている生徒については、

当該市町村のみならず、例えば、佐伯市の子ど

もが豊後大野市に通うといった事例もあるので、

必ずしも当該市町村のみに通っていることでは

ありません。フリースクールの認証、支援につ

いても、現在、別府市と日田市が先行していま

すけれども、これが少しでも広がるように、現

在、各市町村にお願いをしています。 

吉村（尚）委員 よろしくお願いします。 

 さきほど、森委員からもありましたので、重

ならない部分で質疑をしていきたいと思います

けれど、予算概要１３４ページになります。 

 学校部活動改革サポート事業費ですけれど、

最初に部活動指導員の令和６年度の人数と、令

和７年度の予定の人数について。それから、部

活動指導員が現在、地域クラブの指導者を兼ね

ている人数について。あわせて、学校の教職員

が兼職兼業の許可を得て地域クラブを指導して

いる、指導者となっている人数についてお伺い

します。 

 あわせて、この分がさきほどと重なるところ

はあるんですけれども、中間まとめによって、

最終的には令和１３年度において、いわゆる部

活動の完全な地域移行、完全な地域展開、言い

方を換えれば、学校部活動のいわゆる廃止とい

う方向性が示されたわけです。現在、大分県内

で地域移行に向けて、それぞれの自治体によっ

て進められていますけれども、その進捗状況に、

自治体間の差が出ていると聞いています。 

 そういう状況があろうかと思いますけれども、

さきほど言ったように、令和１３年度をめどに

示された中で、今現在は、平日は部活動、そし

て休日は地域クラブということですけれども、

令和１３年度に向けて、移行措置というか、平

日部活動を全くせずに、完全に１週間丸々、平

日も休日も含めて地域クラブというか、地域活

動の移行を模索する自治体も出てくるのではな

いかと思うんですね。そういうことが可能なの

かどうか、お伺いします。 

佐保体育保健課長 ４点について、お答えしま

す。 

 まず、部活動指導員の令和６年度の人数と令

和７年度の予定人数ですけれども、令和６年度

の実績として、公立中学校に１０７名、県立高

等学校に１８名の合計１２５名を配置していま

す。令和７年度については、公立中学校に１３

７名、県立高等学校に１８名の合計１４５名を

配置予定としています。 

 次に、部活動指導員のうち、地域クラブの指

導者をしている人数ですけれども、全体で９名

です。 

 次に、教職員が兼職兼業で地域クラブの指導

をしている人数についてですが、県内では、全

て合わせて３３名となっています。 

 現在の地域移行の進捗状況、それから今後の

移行の進め方についてですけれども、現在の地

域移行の進捗状況については、本年度、竹田市

や豊後大野市を含む５市が国の実証事業等を実

施しており、全体では１２市町村が令和７年度

末を目標に、休日の部活動を地域へ移行する方

針を示して、その取組が進められています。一

方、学校数が多い市などにおいては、令和７年

度末までの移行が難しい状況にあり、結果とし
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て、地域によって進捗に差が生じている状況で

す。 

 この移行については、国の令和１３年度まで

というのは、休日の部活動が移行を完了すると

いうめどが令和１３年度で、平日を含めてとい

うことにはなっていません。まずは休日から進

めていくことになりますけれども、休日のみな

らず、平日を含めた意向については、市町村の

判断により進めることが可能です。既に、全て

の日を地域クラブに移行する方向性を打ち出し

ている地域もあります。 

吉村（尚）委員 ありがとうございました。 

 私、少し勘違いしていたところもあったんで

すけれども、令和１３年度までに完全に部活廃

止、平日もと捉えていたものですから、それは

間違いですよね。 

 では、先行している地域もあれば、若干遅れ

ている自治体もあるということですけれども、

さきほどから話をしているように、もう平日も

休日も関係なしに、地域クラブ、地域活動、あ

らゆるスポーツ、芸術も含めて、もう少しそれ

ぞれの子どもたちが興味のある活動も含めて、

例えば、神戸市は令和８年の９月以降は完全に

部活動を廃止して、地域クラブ、地域活動に移

行する。そのほかの地域も、自治体もそういう

ところはもう出てきているわけです。県内でも

そういうことをまず目指すんだと、言い換えれ

ば、多少遅れている地域が、自治体が、もうそ

ういうことを目指しますと、先に、平日休日関

係なしに目指しますといったところが出てきた

とすれば、それを県としては認めて、支援して

いくことでよろしいんでしょうか。 

佐保体育保健課長 この地域移行については、

中学校の設置者である市町村が、主となって取

り組んでいます。その移行の在り方については、

それぞれの地域で実情が異なるので、その地域

でどのように移行していくのか、休日から始め

るのか、休日も平日もあわせてしていくのか等

については、それぞれの市町村の考えもあろう

かと思います。我々としては、まずは休日の移

行について支援をしていくことですけれども、

自治体によっては、平日も含めて取組を進める

ことであれば、我々もできる限りの支援をして

いきたいと思っています。 

吉村（尚）委員 ありがとうございました。 

 是非、そういう自治体が出てくれば、また県

の支援をお願いしたいと思いますけれども、い

ずれにしても、今の地域移行にしても、これか

らのいわゆる地域展開、完全部活動廃止に向け

た方向性についても、指導者の人材確保は、非

常に大きな課題にはなってくると思います。そ

の他、保護者負担のこともありますけれども、

将来的には、さきほど答弁いただいた教職員の

兼職兼業、今の部活動指導員が、いわゆる地域

クラブ、地域活動にも指導していただける数が

増えていくことがとても大事なことだと思いま

す。あわせて、地域人材、地域資源も含めて、

各自治体が積極的にやっていくことですけれど

も、県もそういう自治体についての支援を今後

ともよろしくお願いします。 

御手洗（朋）委員 予算概要７０ページ、学校

安全・安心支援課の総括表の事業費、教育指導

費についてです。 

 今、学校における児童生徒間の性暴力が問題

となっており、学校側の対応が不十分であると

いう訴えが、全国各地で起こっています。大分

県における現状と課題について、お尋ねします。 

 初期対応手引や対応支援ハンドブックを作成

し、研修等を行っている地方自治体もあるよう

ですが、大分県教育委員会はどういった対応を

しているのか、お示しください。 

 関連して、予算概要１１５ページ、スクール

・セクハラ防止対策事業費についてです。県教

育委員会のホームページには、スクール・セク

ハラとは、教職員、学校の先生が児童生徒等に

性的な言動を行うことと定義付けています。こ

のことは重大な人権侵害であり、絶対に起きて

はならないと私も思っています。ただ、同様に、

児童生徒間の性暴力も重大な人権侵害です。そ

の観点から、スクール・セクハラの定義を見直

す必要があると考えますが、見解はいかがでし

ょうか。 

佐藤学校安全・安心支援課長 学校における児

童生徒間の性暴力について、お答えします。 
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 まず、性暴力の現状等についてですが、正確

な児童生徒間の性暴力の発生件数は、文部科学

省の問題行動等調査においても性暴力が調査項

目にないなど、十分な把握はできていません。

しかし、重大な性暴力事案については、関係す

る学校や市町村教育委員会から県教育委員会に

も報告がされており、中でもＳＮＳ等を通じた

自画撮り画像の流出等が発生しています。 

 次に、県における対応についてですが、今申

し上げた自画撮り画像の流出等の事案も踏まえ

て、児童生徒に対しては、情報モラルに関する

出前事業を年間８０回実施し、その中で自画撮

りの危険性を扱うなど、自らが性暴力に巻き込

まれないように注意喚起を図っています。 

 また、教職員の研修として、公立学校の管理

職や養護教諭を対象に、性に関する指導研修を

毎年度実施し、子どもの性に関する指導の在り

方について、理解を深めています。 

 加えて、児童生徒間の性暴力事案が発生した

場合に備えて、スクールカウンセラーやスクー

ルソーシャルワーカーの配置をはじめ、校内の

相談体制を充実させるとともに、生徒の１人１

台端末に相談窓口の連絡先を表示させるなど、

児童生徒が相談しやすい環境整備にも努めてい

ます。 

首藤人権教育・部落差別解消推進課長 スクー

ル・セクハラ防止対策事業費について、お答え

します。 

 学校において、権力を持つ大人から子どもに

対して行われるセクハラ行為は、絶対にあって

はならない重大な問題であり、本事業では、ス

クール・セクハラを教職員による性的な言動と

位置付けています。 

 また、御指摘のように、近年増加傾向にある

児童生徒間の性暴力も重大な人権侵害であると

認識しており、他のいじめや暴力行為と同様、

その根絶に向け取り組んでいます。教育庁内に

設置しているスクール・セクハラ相談窓口では、

児童生徒間のセクハラ等も含め幅広く相談を受

けており、関係部署と連携しながら対応をして

います。 

 今後も、教職員による性暴力はもとより、児

童生徒間の性暴力についても重大な人権侵害で

あるという観点から、広く啓発、防止に努めま

す。 
御手洗（朋）委員 ありがとうございました。 

 まず、スクール・セクハラの件ですけれども、

確かに相談窓口はありますが、やはりホームペ

ージの最初にそう書いているので、相談しよう

と思った子どもたちが、相手が児童生徒だと相

談できないと思う可能性もあるので、そこは改

善してほしいと要望します。 

 それで、児童生徒間が、文部科学省が調べて

いないからという話ですけれども、これは文部

科学省が調べる調べていないではなくて、県教

育委員会として主体性を持って把握しないとい

けない問題と思います。１番難しいのは、被害

者と加害者が一緒の学校にいる状況が生じてい

るんですよね。そのときに、保護者が何を言う

かというと、とにかく接触させないでくれと言

いますけれど、今の学校の施設設備、そして人

員の配置からいって、接触させないことは不可

能なんですよね。学校にいる時間は百歩譲って

できるとしても、登下校はどうするのか、学校

から帰った後はどうするのかという、学校だけ

では負い切れない非常に多岐にわたる問題――

ＳＮＳのことも出ましたけれども、出てくるの

は氷山の一角で、すごく苦しんでいる子どもた

ちはたくさんいると私は思っています。 

 非常にややこしいのが、またさらに今、低年

齢化もしており、必ずしも異性間で性暴力があ

ることも限らないので、そこは非常に学校だけ

でどうにか対応することは難しいと思います。

当然、未然防止、起きないことが１番だと思い

ますけれども、起きたらどうするか、その後の

対応をどうやっていくかを、先手先手を打って、

是非とも現場の実態も踏まえながら対応してい

ただきたいことを要望して、終わりたいと思い

ます。 

澤田委員 よろしくお願いします。 

 私からは、予算概要７１ページ、学校問題解

決支援体制構築事業費について、お尋ねします。 

 こちらに関しては、行政による問題解決とい

う文部科学省のモデル事業の一環であるかと思
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います。ちょっと私も勉強不足で申し訳ありま

せんが、その中で、支援体制について詳しく教

えていただきたいのと、この相談窓口において

は、学校関係者及び保護者からも相談を受けら

れるようにしていくのかをお尋ねします。 

佐藤学校安全・安心支援課長 学校問題解決支

援体制構築事業費について、お答えします。 

 市町村立学校や県立学校において、学校と保

護者、地域住民との間で起こったトラブル等に

ついては、一義的には学校と保護者等で解決す

べきではありますが、当事者間では解決するこ

とが困難な場合に、本事業において県教育庁内

に設置する学校問題相談窓口で相談を受け、解

決に向けた助言等を行っていきます。 

 市町村への支援については、本事業では、市

町村教育委員会からの相談等にも対応するとと

もに、学校の課題解決力の向上を図るために、

市町村教育委員会の指導主事や教職員を対象と

した研修会等も実施する予定です。 

 次に、相談を受ける対象者についてですが、

学校や市町村教育委員会のほか、保護者や地域

住民からの相談も受けることとしています。 

澤田委員 ありがとうございます。 

 違う自治体においては、こういった制度を活

用して、学校教員関係者に学校問題解決のため

の手引を配付して、ハード・ソフト面でしっか

り対応してますけれども、こういった展開を今

後考えているのか。 

 それと、アウトリーチ型もやはり酌んでいっ

た方がいいとは思いますけれども、ただ単純に

電話窓口で受けるだけではなく、当然、その内

容によっては、しっかり県庁からその市町村に

相談員を派遣して一緒に問題解決できる仕組み

づくりは、今後検討されているのか、お聞きし

たいと思います。 

佐藤学校安全・安心支援課長 お答えします。 

 学校と保護者、地域住民との間でトラブルが

起きた場合は、やはり双方がしっかりと話をし

て、解決に向けた努力をすることが何より大事

と考えています。学校問題相談窓口においては、

そうした相談を受けて、解決に向けた助言等を

行うものであり、解決を図るのは、あくまでも

学校と保護者、地域住民だと考えています。 

 ただ、そのためには、さきほども申しました

が、学校の解決力向上が必要であり、例えば、

学校問題対応スキルアップ研修を毎年度実施し

ていますが、そうした既存の研修に加えて、学

校相談窓口にコーディネーターを配置するわけ

です。コーディネーターを活用したアウトリー

チ型の巡回相談や市町村教育委員会の指導主事

や教職員を対象とした研修会等も実施する中で、

学校の解決力向上を図っていきたい。刊行物に

ついては、また今後、そういった状況も見なが

ら、検討していくと考えています。 

澤田委員 ありがとうございました。 

 ほかの自治体では、この相談窓口の受電の内

容が、やはり保護者からの電話が非常に多かっ

たところもあったので、是非、そこら辺も考慮

していただければと思います。 

 あと、すみません、質疑通告で漏れていまし

たけれども、さきほど森委員からお話いただい

た予算概要１３１ページの学校給食費について

ですけれども、要望になりますが、私も大分豊

府中学校の隣の校区の小学校、中学校にちょっ

と関わっており、やはり保護者から、給食問題

の声が非常に大きく上がっています。保護者に

おいては、弁当を作るのはものすごく負担にな

っており、大分豊府中学校に関しては、特に６

年間になるということで、何とかしてほしいと

要望が強くあります。また、佐伯市や豊後大野

市から来られている方は、通常よりも１時間前

に起きて弁当を作って、そして自ら出社すると

いったハードワークを毎日続けている現状を考

えると、是非この問題に関しては、早急に対応

していただきたいと思っています。是非よろし

くお願いします。 

麻生委員 冒頭、教育長より、たしかＳＴＥＡ

Ｍ教育でよかったですか、全国表彰、誠におめ

でとうございます。科学、技術、工学、芸術、

数学、五つの分野を一体的に学ぶことは、大変

すごいことですし、先般、一緒に台湾に行った

ときも、ＳＴＥＡＭ教育のようなマイクロソフ

トの認定校、その現場を見て、時代が変わった

ことを痛感しており、今後の教育委員会の取組
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に期待をし、２点質疑します。 

 まず、予算概要２１ページ、教育ＤＸ推進プ

ラットフォーム事業費が７億円を超える予算を

計上していますが、ＩＣＴ教育サポーターを派

遣するプラットフォームの運営と額が大きいの

で、もう少し詳しく説明をいただければ幸いで

す。 

 それから、予算概要９６ページ、次世代産業

人材育成事業費について、今年の１月３１日に、

県内の約１千社が加盟をしている大分県工業連

合会と県高等学校教育研究会工業部会で、生徒

の長期インターンシップ、就業体験などを盛り

込む連携協定が行われた。これは１歩も２歩も

前進して、今後、大いに期待をしていますが、

ほかにも商業、福祉、農林水産の各分野との連

携の実態がどうなっているのか、お知らせくだ

さい。 

 あわせて、一番下にあるデジタルスキル・イ

ノベーションマインドの推進に要する経費が記

載されていますが、もう少し説明をいただけれ

ば幸いです。 

 あわせて、予算と今回の連携に伴って、十分

活動できる予算が確保できていると認識してい

るのか、足りないと思っているのか、そのあた

り、お答えいただければ幸いです。 

内田教育デジタル改革室長 それでは、私から

教育ＤＸ推進プラットフォーム事業費について、

御説明します。 

 本事業については、児童生徒の個別最適な学

びや協働的な学び等の充実に向けて、ＩＣＴを

活用した授業が求められることから、子どもた

ちの情報活用能力の育成につなげるため、教員

のＩＣＴ活用指導力の向上と充実を図る事業と

なっています。本事業で、現在設定している目

標指標等については、授業にＩＣＴ機器を活用

して指導する教員の割合と、ＩＣＴ教育サポー

ターが毎月支援する県立学校数としています。

授業にＩＣＴ機器を活用して指導できる教員の

割合については、令和５年度実績で８５．７％

となっており、ＩＣＴ教育サポーターが週に１

回以上支援する県立学校については１００％の

達成率となっています。 

 さきほど、麻生委員から７億円とありました

が、７千万円かと思われますので、よろしいで

すか。 

小野高校教育課長 次世代産業人材育成事業費

について、二つ御質疑いただきました。 

 １点目について、工業科以外での分野での連

携ですが、農業、商業、福祉等の分野において

も、各学校において各学科の特性に応じて、企

業と連携した取組を行っています。例えば、企

業と連携した実践的な学び、課題研究での探究

活動の充実などを図っています。また、インタ

ーンシップ等を通じた勤労観、職業観の育成と

いう点、また、産業従事者を講師としたより専

門性の高い授業の展開といった取組も行われて

います。 

 さきほど、御質疑の中でお話いただいた県工

業連合会と工業高校の連携については、商工観

光労働部と協力して進めていましたけれども、

他の産業系学科についても、同様に連携は必要

だと考えています。今後も各分野において、関

係部局とも連携しながら全県的な取組となるよ

うに進めていきたい。そして、産業教育の充実

や産業人材の育成に努めたいと考えています。 

 そして、もう一つ、デジタルスキル・イノベ

ーションマインドの推進に要する経費について

です。 

 これは、先端技術を活用した生産性の向上や

新たな価値の創出を実現する地域ＩＴ人材の育

成に主眼を置いたものです。新たな価値を生み

出して、地域社会にインパクトのある改革や刷

新、変革をもたらすマインドなどを有するＤＸ

推進人材の育成が目的ですけれども、例えば、

ドローンプログラミング講座を高校生が小中学

生にしたり、それから、課題解決学習、地域社

会にイノベーションをもたらすチャレンジ精神、

探究心等を育むような外部講師も入れたりしな

がら、取組をしています。 

 そして最後に、企業との連携に係る経費につ

いて御質疑いただきました。企業等研修場所へ

の生徒の移動に要する経費が２，１５７万９千

円、外部講師の謝金として５９１万６千円など、

生徒の活動を支える予算を確保しています。 
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麻生委員 冒頭、７千万円ということで失礼し

ました。 

 それであれば何となく分かりますが、ＩＣＴ

教育サポーターの人数とか、それは、マルマル

認定教師といった学校内部の教員なのか、外部

の教員なのか、そのあたりももうちょっと説明

いただければ幸いです。 

 それから、産業教育に関わるいろんな団体と

の協定、各部局との連携、これについては引き

続きよろしくお願いします。 

 あわせて、予算もある程度確保できていると

伺いましたけれども、実は、業界にどうしても

負担がいくのかなという気もしているんですが、

各業界の皆さんは、例えばボランティアの休日

出勤手当といったことを工夫して取り組んでい

る企業もあるんですね。だから、教育委員会と

してもどのように考えていくのかも重要になっ

てくると思うので、そういった部分も連携を図

りながら、十分研究をしていただければと思い

ます。 

 最初の１点だけ再質疑します。 

内田教育デジタル改革室長 今、御質疑いただ

いたＩＣＴ教育サポーターについては、プラッ

トフォームをつくっており、そちらで支援員を

育成し、各学校の教員を支援、例えば、ＩＣＴ

に関する授業の関係の支援を行う、あるいは操

作の支援を行うことをするようにしています。

今、プラットフォームには約４０名おり、週に

１回、学校に行って、ＩＣＴに関する授業等の

支援を行っています。 
麻生委員 ありがとうございました。 

 台湾の学校現場を見て、すごいことを痛感し

たんですけれども、グローバルリーダー、グロ

ーバルスタンダードな、例えば、マイクロソフ

トの認定校やアップルの認定校といった目標指

標も面白い、あるいはそういった認定教師もあ

ったかと思います。残念ながら、県立高等学校

の中で、今のところ大分県、そういった部分が

ないので、せっかくＳＴＥＡＭ教育で全国表彰

を受けたわけですから、是非そういった目標数

値も設定して、頑張っていただければと思いま

す。 

 最後に、今日この議場でこれまでの各部局の

説明員をずっと見ていましたが、女性が必ず何

人かいました。議会事務局の担当女性はいます

けれど、大分県教育委員会を拝見すると、皆無

だと。これこそが、女性活躍、女性が輝く云々

をずっと聞き続けながら、教育委員会はちょっ

とおかしいんじゃないかと痛感したことだけを

指摘して終わります。 

大友委員長 申出により、中野委員の基金事業

に対する質疑について、訂正の答弁があります。 

内田教育デジタル改革室長 さきほど、中野委

員から質疑のあった大分県公立学校情報機器整

備基金事業について、私から令和７年度の更新

予定について、ちょっと誤った数字を答弁しま

したので、訂正をします。 

 さきほど、令和７年度については１７市町、

これは玖珠町と姫島村を除くと申しましたが、

実際は１６市町です。県下１８市町村ですので、

玖珠町と姫島村を除くと１６市町になります。

これに県を加えて１７自治体、さきほど１８自

治体と申しましたが、１７自治体が正しい数字

になります。申し訳ありませんでした。 
大友委員長 以上で事前通告者の質疑を終了し

ました。 

 ほかに御質疑のある方は、挙手をお願いしま

す。 

福崎委員 質疑通告せずに申し訳ありませんが、

２点ほどお尋ねします。まず予算概要３０ペー

ジ、教員確保対策事業費についてです。 

 教員を安定的に確保するため、教職の魅力・

やりがいの発信による教員イメージの向上及び

採用試験等の見直しに取り組むことですが、大

分県教育委員会として、今の教員に対してどう

いうイメージを持っているのか。そして、それ

をどういうイメージに変えていこうと考えて、

どういう取組をするのか、お伺いします。また、

教職員の採用試験をどのように見直しされるの

かもあわせてお伺いしたい。それと、令和７年

度当初の教員は確保できる見通しなのか、お尋

ねします。 

 それから、２点目ですが、予算概要８０ペー

ジ、教科担任制教員等配置事業費についてです
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が、専科教員等の配置、２事業に関わる経費で

すが、それぞれの配置計画人数及び４月当初で

の配置予定状況について、お伺いします。 

吉雄教育人事課長 教員確保対策事業費につい

て、お答えします。 

 現在、教員採用試験の出願倍率等が低下して

いますけれども、その要因の一つとして、教員

の厳しい労働環境が挙げられ、マイナス的なイ

メージが定着している、教員という仕事の魅力

が低下しているのではないかが挙げられるので、

教員の魅力、やりがいの発信による教員のイメ

ージを向上させていくということで、ＰＲ動画

の作成、高校生、大学生、またペーパーティー

チャーに対する説明会、これまでも実施してい

ますけれども、この取組をさらに充実させてい

きたいと考えています。 

 その上で、今、来年度に向けて、人事異動の

作業をしています。現時点では、また臨時講師

等の確保に注力している状況になっています。 

小野義務教育課長 それでは、教科担任制につ

いて、お答えします。 

 本県では、国に先んじて令和元年度から教科

担任制の導入を推進しています。昨年度は、算

数１７名、理科２７名、そして英語専科教員を

２７名配置して進めてきました。来年度はまだ

確定ではありませんが、教科担任制の専科教員

を５４名、そして英語専科教員を３１名の予定

です。 

吉雄教育人事課長 来年度の教員採用試験の見

直しの内容について、説明をします。 

 まず、１次試験の受験資格に大学３年生を認

めること、また、東京都、福岡県に県外試験会

場を新設するなど、受験しやすい環境を整備し

ます。また、県外会場の増設に伴い、採用辞退

者が増加する可能性もあるので、新たに補欠合

格制度を導入します。 

 また、他県教諭特別選考という特別選考をし

ており、現在は県外の公立学校での正規教員を

対象としていますが、小学校、中学校において

は、私立学校の正規教員も対象とします。これ

は例年、中学校の出願者が少なく、小学校の出

願者が大きく減少しているからです。 

 また、民間企業等でも勤務経験を有する者を

対象とした社会人特別選考の採用予定者数につ

いても拡大する方向で考えています。 

大友委員長 ほかに質疑はありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

大友委員長 ほかに質疑もないので、これで教

育委員会関係予算に対する質疑を終わります。 

 以上で、本日の審査日程は終わりました。 

 次会は１８日午前１０時から本議場で開きま

す。これをもって本日の委員会を終わります。 

 お疲れ様でした。 


